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３． エグゼクティブサマリー1 

(1) スポーツ産業のサービス展開についての整理 

ア. スポーツコンテンツホルダーの収益源 

⚫ アメリカ主要リーグ及びヨーロッパ主要サッカーリーグの最大の収益源は放映権収益である。 

また、年々、放映権収益は高騰している。 

➢ 放映権料高騰の主な要因の一つとして、IT 企業の放映権市場参入がある。 

➢ この 20 年程の収益成長が著しいプレミアリーグは、東南アジア視聴者の増加を目的と

した試合時間の変更や、金額による競争入札（最高値を提示した企業の落札）など海外

放映権収益を伸ばすための取り組みを実施した。 

⚫ スポンサー収益拡大の主な要因として、近年では、テクノロジー企業とのパートナーシップ

の増加が挙げられる。 

⚫ 近年、データライツやデジタル資産を活用した収益2が着目されているが、放映権、スポン

サー収益、チケット収益に肩を並べるほどの規模を示していない3。 

 

 

イ. スタジアム・アリーナ 

⚫ アメリカでは、スタジアム・アリーナ建設費に公的資金が投入される割合が多かったが、近

年は建設資金高騰等の影響もあり、民間資金を活用する割合が増えている。 

➢ 1990～2002 年に建設されたスタジアム・アリーナについて、総建設費に占める公的資

金の割合は約 58%であった。一方、2009～2020 年ではその値が約 32%となっている。 

⚫ スタジアム・アリーナ建設の資金調達手法としてネーミングライツが活用されている。

2019 年時点で、アメリカ 4 大プロスポーツリーグに所属するチームの約 8 割がスタジア

ム・アリーナのネーミングライツ契約を締結している。中には、ネーミングライツ料が総額

数億ドル以上、契約期間が 20 年以上といった高額かつ長期的な契約事例も見られる。 

⚫ 有識者ヒアリングでは、単年度収支のみで黒字のスタジアム・アリーナはほとんどないため、

周辺地域への経済効果等を踏まえて投資を行っているという意見があった。また、郊外に立

地するスタジアム・アリーナは、都市部に立地するものと比較して収益化が困難であるとい

う意見もあった。 

⚫ スタジアム・アリーナを安定的に運営するためには、スポーツ興行でのチケット収益に加え、

スポーツ興行以外での収益多角化、契約による定常的な収益（例：ネーミングライツ収益、

スイートルーム/VIP 席収益 等）確保が重要なことが示唆された。 

 

 
1 エグゼクティブサマリの数値や文章等の出典は、4 章「調査結果詳細」を参照 

2 データライツビジネスはスポーツベッティング・ファンタジースポーツ、デジタル資産ビジネスはスポーツ NFT・スポーツトークン等を想定。 

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/sports_content/pdf/20221207_1.pdf 

3 NFL がデータライツビジネス及びデジタル資産ビジネスの事業者・データプロバイダーから得ているライセンス収益は、4.5 億ドル/年（放映権収益は

100 億ドル/年）であり、NBA は 1.25 億ドル/年（放映権収益は 27 億ドル/）と推定される。 



 

4 

 

女子スポーツ 

⚫ 近年、欧米女子サッカーの観客数・視聴者数は増加している。特に、National Women's 

Soccer League（アメリカ）、Women’s Super League（イングランド） の観客数の増加は顕

著であり、2022 年には前者は 7.894 人（2014 年時点と比較して約 2 倍）、後者は 6204 人

（2014 年時点と比較して約 2 倍）となっている。 

⚫ 女子サッカーリーグの最も大きな収益源はスポンサー収益であり、その収益がリーグ拡大に

活用されていると考えられる。近年、女子サッカーリーグと企業のパートナーシップ契約が

増えているが、男女平等の機運の高まりなどの社会的背景が契機となったと考えられる。 

⚫ また、放映権契約の締結や女子アスリートの SNS 等での意見発信等によって、女子サッカ

ーのメディア露出が拡大したことも、スポンサーやファン獲得につながったと想定される。 

 

ウ. アウトドアスポーツ 

⚫ 2000 年以降、スキー場来訪者数は世界的にほぼ横ばいの状態であり、スキー市場は成熟期

にあると考えられる。スキー先進国である欧米の観光地では、デジタル化の推進やアフター

スキーのアクティビティ充実等による顧客満足度向上を図ることに加え、夏季シーズンも含

めた通年の誘客を行うことで、観光客を確保している。 

⚫ ウォータースポーツ・アーバンスポーツについて、競技による違いはあるものの、レクリエ

ーション目的の競技者人口は増加傾向であると考えられる。有識者ヒアリングでは、特にコ

ロナ禍の影響で競技者人口が増加したという意見があった。なお、IF・NF が中長期的なビ

ジョン・戦略を策定し、競技人口拡大等の施策を行っている事例も存在する。 

 

(2) スポーツ産業の資金循環についての事例および規模整理 

ア. アメリカ 

【NFL4】 

⚫ レベニューシェアを導入している NFL では、チーム最大の収益源は、リーグからの分配金

である（全チーム合計で約 111 億ドルと推計）。なお、リーグの放映権収益は約 100 億ドル

の規模であり、他リーグと比較しても最大規模を誇る。次に続くチーム収益は、チームが締

結する放映権収益、スポンサー収益、チケット収益等（合計約 74.1 億ドルと推計）であり、

これらの資金がチームに流入している。 

⚫ チームからの支出の大半は、サービス拡大・拡充5に充てられている。最も割合が大きいの

は選手人件費（約 90 億ドルと推計）であり、セールスマーケティング・ファンエンゲージ

メント費用や運営費用等（合計約 40 億ドルと推計）と続く。 

⚫ 一方で、NFL では、スポーツ普及・振興に対して資金拠出を行っている。主に、チームか

らの寄付や、リーグ及びチームが設立した財団からの助成の形態をとっており、前者の寄付

が約 3.2 億ドル、後者の財団からの助成は約 1.6 億ドルの規模と見込まれる。 

 
4 チームに関する収支額は、NFL に所属する 32 チームの合計金額を示す。 

5 興行費用、人件費、マーケティング費用等、コンテンツ・ファンサービス拡大・拡充に関わる支出を想定。 
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【NBA6】 

⚫ NFL 同様にチーム最大の収益源は、リーグからの分配金である（全チーム合計で約 40.7 億

ドルと推計）。リーグ分配金に続く収益源は、チームが独自に締結する放映権収益（約 18.4

億ドルと推計）である。 

⚫ 次に、チームからの支出の大半は、NFL 同様、サービス拡大・拡充に充てられている。最

も割合が大きいのは選手人件費（約 35.6 億ドルと推計）であり、次いで、興行の運営費用

等（約 19.7 億ドルと推計）と続く。 

⚫ また、NBA もスポーツ普及・振興に対して資金拠出を行っている。主にリーグあるいはチ

ームが設立した財団による助成である。チームの財団は地域コミュニティ等に対して約 0.9

億ドルを助成し、リーグ基金である NBA Foundation は黒人コミュニティ支援等の推進に

約 0.3 億ドルを助成していると推計される。 

 

イ. イギリス（イングランド） 

【プレミアリーグ7】 

⚫ チーム最大の収益源は、リーグからの分配金（約 28.7 億ユーロ）であり、これはリーグが

締結する放映権収益（約 39.4 億ユーロ）に支えられている。次に続くチーム収益は、スポ

ンサー収益（約 16.4 億ユーロ）、移籍金収益（約 13.1 億ユーロ）、チケット収益（約 6.6 億

ユーロ）、UEFA からの分配金（約 5.2 億ユーロ）であり、これらの資金がチームに流入し

ている。 

⚫ チームからの支出の大半は、サービス拡大・拡充に充てられている。最も割合が大きいのは

選手人件費（約 30.5 億ユーロ）であり、次いで、移籍金支出（約 16.9 億ユーロ）、興行運

営費等（約 11 億ユーロ）と続く。 

⚫ また、プレミアリーグにおいても、スポーツ普及・振興に流れる資金としてリーグやクラブ

が設立した財団による寄付や助成がある。 

【その他】 

⚫ イギリスでは、国営くじ収益の一定割合をスポーツ普及・振興に割り当てる仕組みが整備さ

れていることに特徴がある。国営くじの収益や政府から助成金は、各地方のスポーツ政策を

主導するスポーツカウンシル（イングランドではスポーツイングランドが担当）を通じて分

配され、イングランドでは約 5 億ポンド8 がスポーツ普及・振興に活用されている。 

 

  

 
6 チームに関する収支額は、NBA に所属する 30 チームの合計金額を示す。 

7 チームに関する収支額は、プレミアリーグに所属する 20 チームの合計金額を示す。 

8 2020 年度のコロナ対策金（約 2.2 億ポンド）も含む値 
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ウ. ドイツ 

⚫ チーム9最大の収益源は、リーグからの分配金（約 11.9 億ユーロと推計）であり、イングラ

ンド同様、リーグが締結する放映権収益（約 16.6 億ユーロと推計）に支えられている。次

に続くチーム収益は、スポンサー収益（約 8.4 億ユーロ）、チケット収益（約 5.2 億ユーロ）、

移籍金収益（約 4.7 億ユーロ）、UEFA からの分配金（約 3.6 億ユーロ）であり、これらの

資金がチームに流入している。 

⚫ チームからの支出の大半は、サービス拡大・拡充に充てられている。最も割合が大きいのは

選手人件費（15.7 億ユーロ）であり、次いで、移籍金支出（7.9 億ユーロ）、興行運営費用

（約 7.5 億ユーロ）と続く。 

⚫ ドイツのスポーツ普及・振興は、スポーツフェライン（以下、フェラインと記載）10と呼ば

れる非営利のスポーツクラブが担っている。長い歴史を持ち文化として浸透しているこのシ

ステムはドイツの特徴である。 

➢ フェラインはドイツ国内に約 9 万団体存在し、ドイツ国民の約 3 割が加盟している。 

➢ フェラインは、制度面での所属州の助成や税制優遇等の支えがある一方で、会費収入が

最大の収益源であり、収益の 55.4%を占めている（約 19.4 億ユーロと推計）。 

  

 
9 チームに関する収支額は、ブンデスリーガ 1 部に所属する 18 チームの合計金額を示す。 

10 学術団体や社交団体・慈善団体と同じく、ドイツ民法第 21 条（1896 年制定、1900 年施行）に規定する「非経済的社団」、つまり、経済的事業経営を目

的としない結社として扱われている 
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図 4. プレミアリーグの収益推移48 

（凡例：黄 Commercial、緑 Broadcast、黄緑 Matchday  単位：百万ポンド） 

 

  

 
48 https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/uk/Documents/sports-business-group/deloitte-uk-annual-review-of-football-finance-2022.pdf 
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・主要契約先は、TV 局 4 社（CBS、NBC、FOX、ESPN）に加え、木曜夜の試

合を NFL Network が配信。 

・2016 年には、木曜夜の試合数を増加させ、CBS と NBC がそれぞれ

$250million で 5 試合ずつ放映。Twitter は、当該 10 試合のストリーミング配信

権利を 10million で契約。 

2022-2033 年の 11 年、総額$110billion（年間$10billion）54 

・主要契約先は、TV 局 4 社（CBS、NBC、FOX、ESPN） 

・木曜夜の試合は Amazon の独占。 

NBA 2008-2015 年の 8 年、総額$7.4billion（年間$930million）55 

・主要契約先は ESPN と Turner Sports。 

2016-2024 年の 9 年、総額$24billion（年間$2.7billion）56 

・主要契約先は、ESPN と Turner Sports。 

MLB 2014-2021 年の 8 年、総額$12billion（年間$1.5billion）57 

・主要契約先は、Turner Sports、ESPN、FOX。 

・2017 年には、一部の試合を Twitter, Facebook にて配信。 

2022-2028 年の 7 年、総額$5billion（年間 700million） 

・FOX との契約。 

2022-2028 年の 7 年、総額$4billion（年間 550million） 

・ESPN との契約。 

2022-2028 年の 7 年、総額 3.2billion（年間 470million） 

・Turner Sports との契約。 

2022-2028 年の 7 年、総額 590million（年間 85million） 

・Apple TV+による、金曜夜の試合放映権契約。58 

 

 
54 https://www sportspromedia.com/news/nfl-domestic-media-rights-deals-nbc-fox-espn-abc-cbs-amazon/ 

https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2021-03-19/QQ6RG7DWRGG501 

55 https://www sportsmediawatch.com/2014/10/nba-tv-deal-espn-abc-tnt-nine-year-deal-2025-24-billion-lockout/ 

56 https://www sportsmediawatch.com/2014/10/nba-tv-deal-espn-abc-tnt-nine-year-deal-2025-24-billion-lockout/ 

https://www.cbssports.com/nba/news/nba-aiming-for-new-tv-deal-worth-75-billion-which-could-lead-to-large-increase-in-salary-cap-per-report/ 

57 https://www sportsmediawatch.com/2014/10/nba-tv-deal-espn-abc-tnt-nine-year-deal-2025-24-billion-lockout/ 

https://blog.twitter.com/en_us/topics/events/2017/step-to-the-plate-with-mlb-on-twitter 

https://www.mlb.com/news/mlb-to-live-stream-20-games-on-facebook-c231098800 

58 https://frontofficesports.com/apple-mlb-streaming-deal-live-sports/ 

https://www.sporttechie.com/mlb-seven-year-32-billion-rights-deal-turner-sports/ 

https://appleinsider.com/articles/22/03/09/apple-on-the-hook-for-85-million-over-seven-years-for-mlb-streaming 
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～ 後

半61 

 2017 年には、メディア収入が北米のスポーツ市場で最大の収入源に到達（他の収入源

はスポンサー、ゲート、物販）したとの調査結果も存在。 

 スポーツ組織が自らの SNS やプラットフォームを通じて映像配信を手掛ける事例（オ

ウンドメディア）も発生。 

2020

年 代

～62 

 北米ではベッティングの解禁なども相まって、更にコンテンツの価値が高騰。 

 NFL や NBA においては、試合数の増加、シーズンフォーマットの見直し、試合時間

短縮等、いずれも放映権価値向上を視野に入れたルール改正が行われる。 

 OTT 事業者に加え、Apple、Amazon 等大手 IT 企業がスポーツ中継に本格進出。 

 スポーツを題材としたドキュメンタリーも拡大傾向（F1 を題材とした「Drive to 

Survive」等） 

 

なお、NFL 関係者へのヒアリングからも、放映権市場の拡大の一因として、大手 IT 企業の放映

権市場への参入が挙がった。一方で、現時点では、ベッティングの解禁が放映権市場に及ぼす影

響は限定的であり、影響度合いを見定めるには少なくとも次の放映権契約以降になるとの意見も

あった。 

 

NFL 関係者へのヒアリング内容 

【NFL における放映権料高騰の背景】 

• 放映権料高騰の理由について、ベッティングの影響は世間で言われるほど大きくない。

最も大きな理由は大手 IT 企業の参入であると考える。過去 30 年間、大手メディアが独

占してきた NFL の放映権に、直近の契約では初めて Amazon や Google が参入した。

NFL としても大手 IT 企業は財務的余裕があること、若者にとって親しみやすいプラット

フォームで試合を配信できることから前向きに交渉をしていた。視聴形態の多様化は

NFL としても歓迎すべきことである。 

• 前提として、ベッティングはすべての州で合法化されているわけではなく、まだ発展途

上の領域である。したがって、昨年締結した放映権契約の高騰に影響していることは間

違いないが、本質的に影響が反映されるのは 10 年後の次期放映権契約や、それ以降にな

るだろう。また、NFL のオーナー陣としてもベッティングとの付き合いは慎重に進めた

い意向があり、長期的なスパンでの向き合いになることが想定される。 

• 一般的に、メディア視聴料は高騰しており、これは避けられないことである。ケーブル

テレビや Netflix 等も軒並み利用料を値上げしている。視聴者は、バンドル契約の中から

視聴したいチャンネルを選択することになるため、取捨選択が行われることはある。た

 
61 https://www.pwc.com/us/en/industries/tmt/assets/pwc-sports-outlook-2019.pdf 

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/2019/assets/pdf/sports1903.pdf 

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/2019/assets/pdf/sports-survey2019.pdf 

62 https://nfljapan.com/headlines/63008 

https://www.sportingnews.com/jp/nba/news/nba-board-approves-harsher-rules-for-take-fouls/hlhh6efoldnrxocs3hucj6ch 

https://www.pwc.com/us/en/industries/tmt/library/sports-outlook-north-america.html 
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だし、昨年視聴者数が多かった全米テレビ番組上位 50 のうち、49 が NFL の試合中継で

あったため、NFL として視聴者離れを懸念する段階ではない。NFL としてはコンテンツ

の価値に自信を持っている。 

• （NFL も自らの D2C プラットフォームである NFL＋を始めているが、なぜメディアは

引き続きこれだけ多額の放映権料を支払うのか。カニバリズムが発生するのではない

か。） 

NFL＋の視聴はモバイルデバイスに限定されるため、テレビ視聴との直接的な競合には

なりえないだろう。リーグが NFL＋を始めた目的は、モバイル領域のエンゲージメント

を高めることである。 

 

 

➢ 欧州主要サッカーリーグの放映権収益推移及び背景 

下図は、欧州主要リーグの放映権料の推移及び国外向けの放映権料の推移を示している。 

プレミアリーグの放映権料収益は他のリーグと比較して突出した成長を見せている。プレミアリー

グ関係者へのヒアリングでは、プレミアリーグが海外市場を意識し、時差を考慮した試合時間の変

更を行うなど、アジアを中心とする海外放映権収益の拡大を目指した戦略を採用したことが示唆さ

れた。 

リーガエスパニョーラは、従前は各チームにて放映権を管理していたが、2016 シーズンよりリー

グが一括して管理するようになったことで国内外の放映権収益が増加した63。 

一方、セリエ A、ブンデスリーガ、リーグ 1 では放映権料が停滞している。セリエ A に関して、有

識者ヒアリングでは、国外放映権収益の拡大戦略を積極的に採らなかったことがその要因として指

摘された。 

 
63 『スポーツビジネス 最強の教科書』（2017 年、平田 竹男）より 
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ていた。現在では Sky, BBC Sports 等の大手メディアは国民の生活に定着しており、財務

的に無理をしてまでプレミアリーグの放映権を獲得する必要がなくなったのだろう。最

も、直近では大手 IT 企業等が参入し始めており、その様相も変化する可能性がある。実

際に、最近のシーズンではリーグが放映権を販売したメディアから 10 試合分の放映権を

買い取り、Amazon に再販売した。Amazon はこれをトライアルと位置付けているものと

考えられており、次期放映権契約では参入してくるものと予測する声が多い。リーグに

とっても、このようなトライアルはリスクが小さくよい試みであると考える。海外放映

権は、順調に成長しており、今後も継続成長するとの見立てが強い。 

• （NFL や NBA 等は 8~10 年程度の放映権契約を締結しているが、プレミアリーグはなぜ

3 年と短期契約なのか。） 

放映権市場は非常に順調な成長を見せてきたため、期間を短くし毎回契約金額が増える

との考えだろう。サッカー産業に華やかな印象を持つ人が多いが、経営は厳しいクラブ

が多い。報道などで目にするように、世界的に有名なクラブでも破綻の危機に直面する

事例が多い。したがって、オーナーにとっては短期的な大金は非常に魅力的である。 
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ヒアリングでは、スポンサー収益高騰の要因として、テクノロジー企業とのパートナーシップの増加が

挙げられた。スポーツ団体には、興行や自リーグのビジネスでのテクノロジー活用等の狙いがあり、テ

クノロジー企業には、潤沢な資金を背景とした、スポーツリーグ・チームを活用した露出拡大やブラン

ドイメージ向上、顧客データ取得、実証実験の場の獲得等の狙いがあるものと推察される（「表.米主要

リーグと Tech 企業とのパートナーシップ事例」参照）。 

 

NFL 関係者へのヒアリング内容 

【NFL におけるスポンサー収益高騰の背景】 

• 過去 4 年間でベッティングやテクノロジーに関連する新しいスポンサーカテゴリーが増

えている。スポンサー収益のおよそ 10%がそのような新しいスポンサー領域によるもの

だろう。私見も混じるが、特にベッティングは未熟な産業であるため、緩やかに付き合

いを増やすアプローチが健全であると感じる。 

• スポーツの試合や興行以外のビジネスにおいて、スポーツ団体がテクノロジーを活用で

きる場面が増えている。例えば映像関連はその傾向が顕著であり、撮影するカメラ、配

信の技術、視聴する手段等あらゆる場面でテクノロジーが進化・多様化している。ま

た、取得できるデータの多様化、業務の効率化等もテクノロジーの活用場面が増えてお

り、SAP や Google 等あらゆる種類のテクノロジー企業がスポンサーに参画している。ま

た NBA の Los Angeles Clippers では数年前にオーナーが交代したが、新オーナーはマイ

クロソフトの元 CEO である。このようにスポーツとテクノロジー業界の距離は年々縮ま

っており、その傾向はどのリーグも共通である。 

• （スポンサー収益は、独占性が価値を高めるものと理解しているが、NFL ではベッティ

ング関連企業のスポンサーが非常に多い。独占性はどのように担保しているのか。） 

「ベッティングスポンサー」と包括するのではなく、カテゴリーを細分化している。例

えば DraftKings は「デイリーファンタジースポーツパートナー」、Caesars は「カジノパ

ートナー」、FanDuel は「スポーツブックパートナー」のように棲み分けており、各社が

独占して扱うアセットも厳密には異なる。ただし、NFL に関連するサービスにおいて

は、縦割りになることを防ぐため、各社が取り扱うデータ・サービスを連携する仕組み

を主に契約面において整備している。 

• （リーグ側で行っているスポンサー料を高めるための取り組みは何か。） 

なるべく多くのアセットを揃えることである。NFL が行う事業、興行、イベント、商品

やサービスの多くはスポンサーにとって魅力的なアセットである。例えばドラフト候補

の大学生が集い、トレーニングや身体測定を行う「NFL コンバイン」にも昨年からスポ

ンサーがついている。また、今シーズンのスーパーボウルではハーフタイムショーのス

ポンサーに Apple が就任した。 
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➢ 欧州サッカー主要リーグのスポンサー収益推移 

下図は欧州サッカー主要リーグにおける、スポンサー収益を主とする商業収益68 の推移を示したも

のである。2020、2021 年シーズンにはコロナ禍の影響が見られるものの、欧米主要リーグの商業

収益は年々拡大していることが分かる。（2012 年から 2021 年の CAGR は、プレミアリーグ：

10.9%、ラリーガ：8.1%、ブンデスリーガ：4.0%） 

 

図 11.欧州主要サッカーリーグの商業収益の推移69 

 

プレミアリーグ関係者へのヒアリングでは、スポンサー収益高騰の背景としてベッティング企業・

IT 企業の存在が大きいとの意見があった。 

欧州の 42 サッカーリーグの内、16 リーグでギャンブル・ベッティング関連企業がタイトルスポン

サーを務めており、また、リーグ所属チームのユニフォーム胸スポンサーを務める企業についても、

ギャンブル・ベッティング企業が 22%であり、全業種の中で最も大きな割合を占めている70。しか

し、依存症等への懸念から、欧州の 18 リーグでユニフォーム胸スポンサーをギャンブル・ベッテ

ィング企業が務めることが制限・禁止71されており、英国においても今後規制が行われる見込みと

なっている72。 

 

  

 
68 商業収益（Commercial revenue）には一部ライセンス収益等も含まれる 

69 Commercial revenue としてライツ料等も含む値であることに留意 

70 https://editorial.uefa.com/resources/027e-174740f39cc6-d205dd2e86bf-1000/ecfl_bm_report_2022_high_resolution_.pdf 

71 https://editorial.uefa.com/resources/027e-174740f39cc6-d205dd2e86bf-1000/ecfl_bm_report_2022_high_resolution_.pdf 

72 https://www sportspromedia.com/news/premier-league-clubs-betting-shirt-sponsor-voluntary-ban/ 
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プレミアリーグ関係者へのヒアリング内容 

【プレミアリーグのスポンサー収益高騰の背景】 

• デスクトップ調査の内容はおおむね正しくベッティングや IT 企業の存在感は大きい。現

在は、クリプトが勢いを増している。スポンサー企業のトレンドは 3~5 年周期で変化が

あり、これは産業構造や市場の動向と大きく関係する。 

• （企業はなぜこれだけ高額のスポンサー費用を払うのか。そしてどのようなメリットを

手にするのか。） 

一言で言えば露出とそれに伴うブランド価値の向上である。クラブは、ユニフォーム、

施設内等あらゆるアセットを企業の露出に活用するための工夫をしている。他には、例

えば試合のチケット、サッカー教室への参加等、副次的なメリットも存在する。 

このような理由から、スポンサーは BtoC の企業であることが多かったが、BtoB の企業

も一定数存在する。その背景には、クラブが行うスポンサー向けのカンファレンスの存

在が大きい。これは年に１度、数日をかけて行うもので、著名人やクラブのスポンサー

が一堂に集う。地域の BtoB 企業にとっては、多くの企業に対し効率的に商談をする機会

となっている。また、マンチェスターユナイテッドは世界中の 10 以上の金融機関とスポ

ンサー締結をしており、金融機関向けサービスを展開する BtoB 企業にとっても重要な機

会になっている。また、中国の製薬会社がスポンサーに就任したこともあるが、これは

中国外への進出に向けて信頼を買ったものと考えられる。 

• 現在、ベッティングはやや落ち着いてきており、最も勢いがあるのはクリプトである。

約 7 年前、ベッティング業界は新規参入企業が乱立し、し烈な競争が行われていたた

め、多くの企業がクラブの言い値でスポンサーに就任していた。現在ではある程度勝者

が決まっており、財務的に過度の負担を負ってまでスポンサーに就くメリットがないだ

ろう。今日、クリプトはまさに７年前のベッティングのような状況であり、FTX は多く

のスポンサーを務めていたが破綻した。 

• 最も、FTX の例はスポンサー費用が破綻の原因ではないが、新興企業が無理をして莫大

なスポンサー費用を支払っていることは事実である。放映権でも先述のとおり、過度な

商業化のデメリットであり、リーグやクラブは取引先の企業をより慎重に見極める必要

がある。この点、NFL 等米国のリーグは慎重な選定をすることが多い。例えばコカ・コ

ーラ、ペプシ等安定した産業の大手企業とスポンサー契約を締結することが多いように

見受けられる。 

• 英国政府でも、ベッティングのユニフォームスポンサーが過度であることを危惧してお

り、規制が行われる見込みである。 
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～プレミアリーグにおけるベッティング企業のスポンサーについて～ 

（『DX 時代のスポーツビジネス・ロー入門』（2021 年、稲垣弘則）からの抜粋） 

 

英国では、いわゆる「インテグリティ・フィー」とよばれる、ブックメーカーがスポーツベッ

ティングから得た収益の一定割合をスポーツ団体に分配する制度は整備されておらず、ブック

メーカーからスポーツ団体への収益の還元はスポンサー契約によるスポンサー料の形で行われ

ている。2021 年～2022 年シーズンのプレミアリーグ (イングランドプロサッカー1 部リーグ) 

においては、 全 20 チームのうち、 実に 9 チームでユニフォームの「胸スポンサー」がブック

メーカーとなっている。 

もっとも、 2020 年 12 月から英国政府がギャンブル法制度の包括的な見直しを開始したこと

で、ギャンブル依存症の予防や青少年保護の観点から、スポーツのライブ中継におけるブック

メーカーの広告を禁止することや、 ブックメーカーによる「胸スポンサー」を禁止することが

議論に挙がっており、これに伴うベッティング収益のスポーツ団体に対する資金循環の減少の

可能性が懸念されているようである。 
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～参考情報 ①新しい収益源～ 

アメリカにおけるスポーツベッティングの掛け金総額は 572.2 億ドル（2021 年）73、イギリスにお

けるオンラインスポーツベッティングの掛け金総額は 266 億ポンド（2019 年 4 月～2020 年 3 月）

と推計されている。 

一方、NFL 関係者へのヒアリングでは、ベッティングの掛け金がリーグに還元される仕組みはなく、

リーグが得る収益は関連事業者からのスポンサー収益に限定されるとの意見があった。また、リー

グのパートナーシップ締結は、収益目的というよりも現時点ではファンエンゲージメントの目的が

強いという意見も挙がった。 

 

NFL 関係者へのヒアリング内容 

• 現時点では消費者が賭けた金額がリーグに還元される仕組みはない。あくまでもベッテ

ィング関連事業者からのスポンサー収益に限定される。 

• （スポーツ産業では NFT やクリプト等、新たな収益源が増えているが、そのような企業

の多くはスタートアップで NFL に対しスポンサー料を払うだけの財源がないものと推察

される。一方で消費者からの直接的収入も NFL にとっては比較的安価であると思われる

が、NFL ではどのような目的で取り組んでいるのか。） 

収益性については指摘のとおりで、現時点ではどちらかというとファンエンゲージメン

ト施策の側面が強い。NFT で言えば、Dapper Labs とスポンサーシップを締結したが、

他社のスポンサー料と比較するとその規模は相当小さい。またクリプトについては極め

て慎重に動向を見ている状態であり、現時点で積極的に連携することは考えていない。

ベッティング企業に関しては数社が IPO を行ったこともあり、企業に対し投資家からの

圧力がかかっている。したがって、NFL やスポーツリーグとの連携を進めているが、現

時点で黒字化には至っていない。今後、多額のスポンサー料の出費には慎重になること

が想定される。 

• （トークンエコノミー等の構想は考えているか。） 

現時点では検討に至っていない。NFL は、潤沢な放映権収益やスポンサー収益があり、

リスクを取ってまで新たな領域に挑戦するメリットが少ない。オーナー陣も慎重な判断

を行うことが大半である。まずは他リーグや規制当局の動向を観察し、数年単位で向き

合っていくことになるだろう。最も、同じ米国リーグでも NBA は真っ先に新たなテクノ

ロジーに取り組むスタンスであり、この点はリーグの経営戦略に差がある。 

 

  

 
73https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/sports_content/pdf/20221207_1.pdf 
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～参考情報 ②移籍金市場～ 

「移籍金」とは、プロ選手が契約期間満了前に移籍する場合、移籍元クラブ（売り手）が移籍先

クラブ（買い手）に請求する移籍補償金（違約金）のことを指しており、金額は両クラブの合意

によって決定される74。また、選手が現所属チームとの契約を保持したまま、期間を定めて他チー

ムへ移籍する制度も存在する75。その場合、移籍先から移籍元に対してレンタル料を支払う形が一

般的である。 

 

下図は UEFA 加盟国のリーグに所属するチームが、選手獲得に支出する金額の合計を示したもの

である。コロナ禍の影響で 2020/21 年、2021/22 年シーズンには落ち込みが見られるものの、

2019/20 シーズンには取引額の合計が 83 億ユーロを記録しており、年々その額は増加している

（2013 年から 2019 年にかけての CAGR は 14%）。 

 

 

図 12. UEFA 加盟国のリーグにおける移籍金支出額推移（合計）76 

 

 
74 契約が満了している選手が移籍する際には移籍保証金は発生しない。 

75 一般的にレンタル移籍・期限付き移籍と呼称される場合が多い。 

76 https://editorial.uefa.com/resources/027e-174740f39cc6-d205dd2e86bf-1000/ecfl_bm_report_2022_high_resolution_.pdf 
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図 13.欧州主要リーグにおける移籍金支出額推移（国別）77 

 

  

 
77 https://editorial.uefa.com/resources/027e-174740f39cc6-d205dd2e86bf-1000/ecfl_bm_report_2022_high_resolution_.pdf 
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〇連帯貢献金制度（Solidarity mechanism） 

選手を獲得するクラブから売却するクラブに支払われる移籍補償金に関して上述したが、それ以

外にも、選手を獲得するクラブから選手を育成したクラブに資金が支払われる、連帯貢献金制度

（Solidarity mechanism）という FIFA が定める仕組みが存在する84 85。 

連帯貢献金制度は、プロ選手が契約期間内に国際移籍をする際、移籍先クラブが、12 歳から 23

歳のシーズンまでに選手が所属した全クラブに対して、育成の対価として移籍金の最大 5%86を支

払う制度である。 

連帯貢献金を受け取るためには、選手を育成したクラブが所定のフォーマットを用いて申請する

必要がある。また、連帯保証金は、移籍時の選手の年齢は関係なく、選手が国際移籍をする度に

申請することが可能である。 

 

選手を育成したクラブが受け取ることのできる金額は、12～23 歳の内に当該選手が所属していた

年数で決定される。具体的には、12～15 歳に所属したチームは移籍金の 0.25％×在籍年数、16～

23 歳に所属したチームは移籍金の 0.25％×在籍年数の金額を受けとることができる。 

例えば、2023 年 3 月時点で、アーセナル（イングランド）に所属する冨安健洋選手の場合、12

歳～19 歳はアビスパ福岡（日本）の下部組織及びトップチームに所属しており、2018 年 1 月に

シント＝トロイデン VV（ベルギー）に移籍、その後、2019 年 7 月にボローニャ（イタリア）、

2021 年 8 月にアーセナルに移籍した。ボローニャ移籍時の移籍補償金は 10 億円、アーセナル移

籍時の移籍補償金は 30 億円と推定されるが、その際にアビスパ福岡が受け取った連帯貢献金は、

ボローニャ移籍時は 2,750 万円、アーセナル移籍時は 8,250 万円の移籍貢献金を受け取っている

と推計される87。 

 

一方、日本での連帯貢献金制度の活用状況に関し、「FIFA の「連帯貢献金」制度とその法的諸問

題」88では、「学校が当事者になるために連帯貢献金を受け取らないケースがある」ことや、制度

が複雑なため「同制度が十分に活用されているとは言い難い」ことを指摘している。 

 

 

  

 
84 その他にも、育成補償金 (Training Compensation)という、移籍補償金が発生しない場合にも育成元クラブにお金が支払われる制度も存在する。 

85 連帯貢献金については、FIFA のレギュレーション（https://digitalhub.fifa.com/m/41c272bcbc3b19df/original/c83ynehmkp62h5vgwg9g-pdf.pdf）、

「FIFA の「連帯貢献金」制度とその法的諸問題 -連帯貢献金の支払いをめぐるスポーツ仲裁裁判所（CAS）の仲裁判断と FIFA の紛争解決機関（DRC）の

裁定の分析を中心として- 」（愛知県立大学 杉原周治、2022 年）等の内容より作成 

86 12 歳から 23 歳のシーズンまでに選手が所属した全クラブに支払う金額の総計 

87 移籍補償金の 2.75％を連帯貢献金として得ることができると推測（0.25%×3 年（13 歳～15 歳）＋0.5%×4 年（16 歳～19 歳））。下記報道等を参照 

https://spaia.jp/column/soccer/ws/19254  

88 https://researchmap.jp/shuji_sugihara/published_papers/37062821/attachment_file.pdf 
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～参考情報 ③国横断の大会の分配金～ 

〇UEFA 

UEFA は主催大会の放映権収益増などを背景として収益を拡大しており、それに伴って主催大会

への出場チームに対する分配金も増加している。下図は UEFA から欧州各国クラブへの分配金の

推移だが、主要 5 リーグにおいて、2012 年から 2021 年にかけての CAGR が 10%を超えている

（プレミアリーグ：11.6%、ラリーガ：13.0%、ブンデスリーガ：10.7%、セリエ A：12.0%、リ

ーグ 1：16.3%）。 

 

図 14.UEFA から欧州各国クラブへの分配金推移89 

 

また、UEFA のレポートによると、2022 年シーズンにおける欧州クラブの総収益の内、UEFA か

らの分配金が占める割合は 13%であり、放映権収益、スポンサー収益、チケット収益、移籍金収

益に次ぐ、重要な収益源となっている（プレミアリーグ：12%、ラリーガ：15%、ブンデスリー

ガ：16%、セリエ A：15%、リーグ 1：15%）90。 

 

  

 
89 https://editorial.uefa.com/resources/027e-174740f39cc6-d205dd2e86bf-1000/ecfl_bm_report_2022_high_resolution_.pdf 

90 https://editorial.uefa.com/resources/027e-174740f39cc6-d205dd2e86bf-1000/ecfl_bm_report_2022_high_resolution_.pdf 



 

34 

 

〇FIFA 

FIFA ワールドカップの賞金は出場国の NF に分配されるが、その額は大会毎に増加している。

2022 年カタールワールドカップ（男子）では総額＄440 million が分配され、2023 年オーストラ

リア・ニュージーランドワールドカップ（女子）では＄60 million の賞金 が分配される予定であ

る。なお、2022 年カタール大会の支出の内、分配金は 26%を占めており最も大きな割合を占めて

いる。 

 

図 15. FIFA ワールドカップ分配金推移91 

 

 

図 16. 2022 年カタールワールドカップの支出内訳92 

 
91 https://www.fifpro.org/media/vd1pbtbj/fifpro-womens-report_eng-lowres.pdf 

92 FIFA Annual report より 
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〇IOC93 

IOC も年々収益を拡大しており、2001-2004 年に 30 億ドルであった収益が、2017-2021 年には

76 億ドルまで増加した。なお、2017-2021 年の収益の内、61%を放映権収益が占め最大の割合と

なっている。 

また、IOC は各大会において、各国のオリンピック委員会、IF 等に対して分配金を提供している

が、2012 年のロンドン大会以降、夏季オリンピックの際には 540million ずつ、2010 年のバンク

ーバー大会以降、冬季オリンピックの際には約 200million の分配金を提供している。 

 

表 10.IOC からオリンピック委員会、IF への分配金94 

 

 

 

 

 

 

  

 
93 数値は IOC アニュアルレポートを参照 

94 IOC アニュアルレポートより作成 
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イ. スタジアム・アリーナ 

本項では、主にアメリカのスタジアム・アリーナの資金調達及び収支について記載する。 

 

➢ アメリカのスタジアム・アリーナの資金調達 

「米国のスタジアムファイナンス」95によると、アメリカでは、スタジアム・アリーナを利用

するプロスポーツチーム（或いはチームオーナー）と地方公共団体等の公的部門がスタジア

ム・アリーナの建設費を共同で負担する、いわゆる Public-Private Partnership の形をとること

が一般的とされている。 

また、同レポートによると、1990 年から 2002 年までに建設された 60 のスタジアム・アリー

ナの建設費総額は約 180 億ドルに上るが、そのうち公的資金の投入額は約 104 億ドルであり、

58%を占めているとされている。 

 

（参考）公的資金の調達と返済原資について（「米国のスタジアムファイナンス」より） 

①Pay-as-you-go 

：増税により、スタジアム建設コストによる負担額に見合った予算を同一年度に確保する手

法。 

②地方債の発行 

：負債による調達の場合、スタジアムの立地する州や郡、市、あるいはその関係機関などの

公的部門がスタジアムプロジェクトを目的に地方債を発行する。その償還期限は、スタジア

ムの耐用年数に相当する 20~30 年程度が一般的である。地方債の返済原資としては、スタ

ジアムが立地する地域における税収入が一般的である。例えば、観光客に課されるホテル

税・レンタカー税・コンベンション施設利用税、スタジアム立地地域における一般売上税、

消費税、入場税、宝くじ収入、事業税などが該当する。 

 

下図は 1970 年から 2020 年までのアメリカのスタジアム・アリーナの建設費を事例毎にマッピ

ングしたものである。この図を見ると、2010 年以降建設された全てのスタジアム・アリーナ

において建設費用が 5 億ドルを超えており、近年、建設費が高額化していることが伺える。 

「米国のスタジアムファイナンス」によると、建設コストの高額化の理由として、①多くの収

入を生み出すための施設・設備とするために、大型化が進み贅沢に作られていること、②ダウ

ンタウンの再開発地区にスタジアムが建設される事例が見られ、土地取得・インフラ整備に多

くの費用が掛かることが挙げられている。 

 

 
95 https://www.dbj.jp/investigate/archive/report/area/newyork_s/pdf_all/89.pdf 











 

41 

 

ヤンマースタジアム長

居/ヤンマーフィール

ド長居110 

発動機 1 億円 2022 年４月～

2023 年 3 月 

1 1 

 

企業がネーミングライツ契約を締結する理由として、有識者へのヒアリングでは、一般的に言

われる企業ブランディングの他に、（企業本社とスタジアム・アリーナ拠点が同自治体である

場合）地域住民・従業員に対する便益の対価としての企業への税制優遇という意見が見られた。 

 

英国スタジアム・アリーナ関係者へのヒアリング内容 

• （命名権はなぜこれだけ長期的かつ大型の契約が成立するのか。） 

いくつかのパターンに分かれる。 

１つ目は特にアメリカに多いが、実は大半のスタジアムにおいて命名権を購入した企業

の本社がスタジアムの本拠地と同自治体内に存在する。このような場合、企業は従業員

（多くの場合地域住民）や地域住民向けのアクティベーション施策等を行うことが多

く、そのような地域貢献の取り組みが地方政府から認められれば、税制優遇を受けるこ

とができる。 

２つ目は、ブランディングの観点である。例えば Crypto.com のような新興企業は NBA

のアリーナに冠がつくことで企業の信頼を向上させることができる。また、特定のマー

ケットに進出したい企業もこの手法を取ることがあり、エミレーツ航空がロンドン市内

のスタジアム命名権を購入したきっかけは、欧州便の拡大を宣伝する目的があった。 

３つ目は金融機関に多い例だが、より大きなビジネス機会を狙うものである。たいてい

の場合、大規模なスタジアムの建設は周辺地域の再開発とセットで行われるため、スタ

ジアムファイナンスが都市開発の一部に含まれることが多い。こうしたより大きなチャ

ンスを狙うためには、スタジアムの命名権取得やスタジアムファイナンスに携わること

が有効であり、これは完全に商業的、金銭的なリターンを求めるものである。  

• 顧客層が関係する。命名権に限らずスタジアムのスポンサー等も同様だが、例えばハイ

クラスの顧客が多い業種・企業は、VIP ルーム等に対する需要が高い。そこで商談等を

することが主な目的だろう。消費財や飲食等は、反対に一般席のチケットに対する需要

が高く、マス向けのキャンペーン等に活用する。 

• オーナーの立場で考えれば、スタジアム建設に莫大な金額を出費しており、少しでも早

く出費を取り戻したいと考えている。したがって、なるべく多くのアセットをまとめて

売ることが肝要。建設費ベースで考えれば、おそらくスタジアム自体の命名権が

20~30%程度、プレミアムシートの命名権とチケット 15~20%程度、非プレミアムチケッ

トで 10~15%程度が賄えるのではないか。命名権は、スタジアム自体のみならず、ゲー

ト、部屋等あらゆるものを販売している。また、企業を対象とするプレミアムシートは

命名権に加えて、試合日のチケット、飲食等も収入としてあげることができるため、人

気の高い施策の一つである。 

 
110 https://www.city.osaka.lg.jp/keizaisenryaku/cmsfiles/contents/0000578/578874/namingrights.pdf 
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特に、金融系の企業がネーミングライツ契約を締結する事例が増えており、2019 年時点で金

融系企業がネーミングライツを取得するスタジアム・アリーナは 33 施設111であり、全体の 4

分の 1 以上を占める。その理由として、ヒアリングでは、特に金融系の企業は、周辺地域の開

発によるビジネス機会拡大をするために投資を行うことが多く、その一環としてネーミングラ

イツを取得するという意見があった。また、金融業の特徴として、 サービスや価格での差別化

が困難であることやサービス・商品内容自体が分かりにくいという課題があるため、ネーミン

グライツを活用することでブランディングを行うという狙いもあることが考えられる112。 

 

また、ネーミングライツ契約の締結は、スタジアム・アリーナ自体以外にも、入場ゲート、ラ

ウンジ、コンコース、スイートルーム、クラブ・シートなど細分化されており、パートナー企

業からの収益を想定した設計・建設がなされていることに特徴があると言える。 

例えば、メットライフ・スタジアムの建設費 16 億ドルは、全額民間資金で賄われたが、メッ

トライフ社が締結した 25 年 5 億 8300 万ドルのスタジアムネーミングライツ契約に加え、バド

ライト、SAP、ベライゾン、ペプシの 4 社は入場ゲートへのネーミングライツ契約を締結して

いる。また、他にも、スイートルームやクラブ・シートについては、トヨタ、パナソニック等

の企業ともネーミングライツ契約が締結されている113。 

 

 

  

 
111 北米 4 大リーグのチームが利用しているスタジアム・アリーナの数値。 

112 『アメリカのスポーツ現場に学ぶマーケティング戦略』（2019 年、川上 祐司）の内容を参照。 

113 『アメリカのスポーツ現場に学ぶマーケティング戦略』（2019 年、川上 祐司）の内容を参照。 
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英国スタジアム・アリーナ関係者へのヒアリング内容 

• スタジアムのコストは非常に高く、黒字化することは非常に難しい。また、大都市圏の

スタジアムは世界的イベントやコンサートを招致できるが、地方ではそのような収入源

も限られてしまうためより難しい。 

• 企業向けシートの販売が成功するのは通常ビジネスが栄える都市圏であることに留意す

べきだろう。地方のスタジアムの場合は、企業向けの部屋に対するニーズが低く、買い

手がつかないことが懸念される。そのため、実際の事例を見ても米国で言えばニューヨ

ーク、サンフランシスコ、ロサンゼルス等では成功事例が多いが、それ以外では成功事

例が少ないのではないか。また、企業向けシートの売れ行きは、景気にも大きく影響さ

れる。 
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➢ スタジアム・アリーナの収支 

有識者へのヒアリングでは、単年度のスタジアム・アリーナ収支は赤字のところが大半である

という意見があった。そのため、スタジアム・アリーナへの投資を行う際には、単年度の収支

だけではなく、スタジアム・アリーナがその他の収益にもたらす効果や周辺地域にもたらす経

済効果等を踏まえていることが推察される。 

 

英国スタジアム・アリーナ関係者へのヒアリング内容 

• 純粋な PL で見た場合はほとんどのスタジアムが赤字と言っても過言ではないだろう。し

たがって、多くの場合スタジアム・アリーナの収支は広義的に考える必要がある。 

例えばトッテナムスタジアムのようなクラブが私設したスタジアムの場合は、放映権収

益が莫大であるため、スタジアム運営によるある程度の赤字は容認することができるだ

ろう。公的資金により建設されたスタジアムの場合は、経済効果を測ることが一般的で

ある。すなわち、例えばロンドンスタジアムにおいて MLB London Game を開催した場

合、仮にスタジアムの運営が赤字であっても、国内外の観客がロンドンを訪問するた

め、その際の宿泊費や飲食費等、周辺地域にもたらす全体的な経済効果が大きい。 

• スタジアムのコストは非常に高く、黒字化することは非常に難しい。また、大都市圏の

スタジアムは世界的イベントやコンサートを招致できるが、地方ではそのような収入源

も限られてしまうためより難しい。 

• ただし、企業向けシートの販売が成功するのは通常ビジネスが栄える都市圏であること

に留意すべきだろう。地方のスタジアムの場合は、企業向けの部屋に対するニーズが低

く、買い手がつかないことが懸念される。そのため、実際の事例を見ても米国で言えば

ニューヨーク、サンフランシスコ、ロサンゼルス等では成功事例が多いが、それ以外で

は成功事例が少ないのではないか。また、企業向けシートの売れ行きは、景気にも大き

く影響される。 

 

一方、収益確保のために、スポーツ興行以外での収益の多角化や、ネーミングライツ等の定常

的な収益確保の重要性も挙げられた。また、アメリカのスタジアム・アリーナでは、設計・建

設時からスポンサー企業を巻き込んで収益化を図っていることが示唆された。 

 

英国スタジアム・アリーナ関係者へのヒアリング内容 

• スタジアムの収益を向上させるためには、スポーツに限らず様々なイベントを開催し、

稼働率を上げることが重要である。そのために、例えばコンサート用の控室等を事前に

設計しておくことは重要だろう。なぜならサッカーのロッカールームとアーティストの

控室では必要な機能が全く異なるからである。また、スタジアム内外において、協賛企

業が商品を展示するスペース等を確保しておくことも重要であり、例えば自動車業等を

想定して大きめに設計する等の工夫が求められる。 
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• スタジアムツアー等も近年は試合日以外で収益を稼ぐ方法として定着している。 

• あるプレミアリーグのスタジアムでは、試合日以外の収入が試合日の収入を上回る。試

合日のチケット収益が 100%クラブに入ることも影響しているが、試合日は年間せいぜい

20 試合程度であるため、試合日以外の興行や定常的な収益確保が肝要である。公的スタ

ジアムの場合は、飲食やイベントによる収入が多い傾向がある。 

• 大まかな収益の割合として、50%はクラブとのテナント契約。20%がその他興行（プレ

ミアリーグ以外の試合やコンサート等）、10%がスポンサー収益、20%が飲食といったと

ころである。デスクトップ調査のとおり、定常的な収入源を確保することは非常に重要

であり、公的施設の場合はスタジアムを利用するクラブとのテナント契約が最も重要だ

ろう。 

• スタジアム収入に関しては、プレミアリーグのほぼすべてのクラブがスタジアムを保有

しているため、試合以外の日にイベントやコンサート、カンファレンス等を行い、収益

を得ている。プレミアリーグの試合日は年間 20 日程度であることから、この収益を稼ぐ

ことは重要な要素である。 

• 建設時から企業を巻き込む点は、米国特有のモデルであり、英国や他国では事例が少な

いのではないか。英国では建設時にスペースは確保するものの、後に協賛企業を募るこ

とが多い。ただし、近年ロンドンに建設されたトッテナムスタジアムでは、建設時から

NFL とパートナーシップを提携し、今後中長期的に年間数試合の NFL London Game を

開催することが決定しており、そうしたことを踏まえて NFL 専用のロッカールームを建

設している。 

 

〇Contractually Obligated Income（COI）について120 

スタジアム・アリーナ関連収益の内訳としては、一般チケット収益、クラブ・シート収益、

（チームが賃借する場合の）リース料、スタジアム・アリーナ命名権料、広告権収益、営業権

収益等の収入が考えられる。一般にスタジアム・アリーナやコンサートホール等のエンターテ

インメント関連施設の収入は変動が大きいとされるが、Contractually Obligated Income（契約

上で金額・期間等が定められた収入、以下「COI」と呼称）の占める比率が高ければ、収入の

確度と安全性が高まると言われている。代表的な COI としては、プレミアム席収入、スタジ

アム・アリーナ命名権料、施設命名権、（チームが賃借する場合の）リース料、広告権収益、

営業権（concession）収益、Personal Seat Licenses（PSL）121収益等が挙げられる。 

例えば、2021-22 年シーズンの Levis Stadium は、PSL、ネーミングライツ収益、スポンサー

シップ収益、（チームへの）リース料で収益の約 8 割を稼いでいる122。 

 
120 「米国のスタジアムファイナンス」の内容をもとに作成。 

https://www.dbj.jp/investigate/archive/report/area/newyork_s/pdf_all/89.pdf 

121 PSL は、購入した個人が、一定期間にわたってシーズンチケットを購入する権利を得られるもの。 

122 Santa Clara Stadium Authority 資料より 
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図 20. Levis Stadium の収益内訳（2021-22 シーズン）123 

また、Banc of California Stadium（現 BOM Stadium）はプレミアムシートを 3000 席分保有し、

プレミアムシートのみで年間入場料の 30%を占めるとされている124。 

 

〇収益確保に向けた工夫 

先述した有識者へのヒアリング内容にも見られるように、アメリカのスタジアム・アリーナで

は様々な資金調達、設計、運営上の工夫が見られ、黒字化に向けて努力がなされている。 

下表に、『スマートベニューハンドブック』より、近年の欧米のスタジアム・アリーナ設計・

運営の工夫をまとめた。 

表 15.欧米のスタジアム・アリーナの設計・運営の工夫125 

設計の工夫  設計のプロフェッショナル企業を起用し、機能的で洒落たデザインとしつ

つも、シンプルなトイレやむき出しのままの天井の配管、照明等、コスト

を抑える工夫を行っている。 

 スタジアム・アリーナ設計時に収益をどこでどの程度上げるかを計算して

から、建設を行っている（共同設立パートナーとして、協賛企業に施設設

計時から関与してもらうことで、ネーミングライツ等を高額かつ長期で契

約し、COI を向上させている）。 

 VIP ルーム/ラウンジ、商業エリア、ホール等、収益を生み出すための様々

な施設が付帯している。 

運営の工夫  VIP エリアの貸し出し、ネーミングライツ、飲食、駐車場等、収益の多角

化を図っている。 

 運営のプロフェッショナル企業を起用し、安定的な収益確保を実現してい

る（例：コンサート・イベントの誘致等）。 

 スタジアム・アリーナ運営の人材を教育・登録する機関から、スタジア

ム・アリーナを運営する人材を雇用している。 

 

 
123 Personal Seat Licenses（PSL）は、表中の SBL（Stadium Builder Licenses）に相当 

124 『スマート・ベニューハンドブック』（2020 年、日本政策投資銀行） 

125 『スマート・ベニューハンドブック』（2020 年、日本政策投資銀行） 
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また、特徴的な資金調達・収益確保施策を行っているスタジアム・アリーナの個別事例を以下

にまとめた。 

表 16. Chase center の事例126 

スタジアム・アリ

ーナの概要 

 サンフランシスコのミッション・ベイに存在する、2019 年 9 月に開設した多目

的アリーナ 

 保有者・運営者は Golden State Warriors 

資金調達  建設費用は 16 億ドル 

 行政の財政拠出に頼らず、民間資金のみで建設されたアリーナ 

 開業前の資金調達は 20 億ドル以上で、各種スポンサーシップ契約、プレシーズ

ンチケット、スイートルームチケット等が含まれている 

 命名権付きスポンサーには、JPMorgan Chase が就任し、そのほかの協賛企業も

世界的な大企業が名を連ねる 

収益を得るための

設計・運営の工夫 

 一般席とは別にスイートルームを完備。スイートルームは、5～10 年間の契約を

上記の協賛企業等と締結し、安定的な収益に寄与 

 商業施設・オフィスが一体となった施設のため、アリーナ収益の他に周辺施設の

収益が重要となっている。 

 建築設計はアメリカの設計事務所である MANICA Architecture 、ランドスケー

プ・屋外空間の設計は SWA Group によるもの。サンフランシスコの街と調和す

る設計となっており、街のシンボルとなっている 

周辺地域等にもた

らしている効果 

 チケット収益、スイートルーム収入等の効果以外にも、サンフランシスコのミッ

ションベイエリアのインフラ再開発・改善を促す効果。 

 また、街に溶け込むような設計となっており、試合のない日でも地域住民が利用

できるになっているため、地域住人の交流促進等にも寄与しているものと考えら

れている 

 

表 17. Wells Fargo Arena の事例127 

スタジアム・アリ

ーナの概要 

 アイオア州ポーク郡に存在するアリーナ 

 2005 年竣工 

資金調達  建設費用は 1 億 1700 万ドル。建設費用のほとんどをカジノからの納付金で賄っ

ているため初期投資回収の必要がなかった。 

※ポーク郡にはカジノが存在し、年 2700 万ドルが郡に納付されている。 

 設計・運営のプロフェッショナルを起用することで、魅力的で快適な空間づくり

と、管理運営の黒字化に成功。 

 命名権について、Wells Fargo 社と 20 年間総額 1150 万ドルの命名権契約を締

結。契約金を初年度に多く納付してもらうことにより、建設費に充当。 

収益を得るための

設計・運営の工夫 

 運営会社の Spectra Venue Management 社は、近隣の 2 つのコンベンションセン

ターの運営も受託。 

 アリーナは独立採算、コンベンションセンターは市が運営費を支援する形で運営

している。 

-2018 年度のアリーナの収入は 1200 万ドル、利益は 200 万ドル 

-2018 年度のコンベンションセンターの収入は 1300 万円、利益は 10 万ドル 

 
126 『スマート・ベニューハンドブック』（2020 年、日本政策投資銀行）を参考に作成 

127 『スマート・ベニューハンドブック』（2020 年、日本政策投資銀行）を参考に作成 
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【用途】 

 アイスリンクの使用を中心としたアリーナで、毎年 9～4 月までは氷を張ってい

る。 

 一方、暑さ 3cm の特殊な板を敷いて通常のイベントも行える設計のため、年間を

通じて多様なイベント（インドアフットボール・コンサート等）を誘致し、収益

を確保。年間の稼働は 125 日程度。 

【ネーミングライツ】 

 ネーミングライツはポーク群の収益となっており、施設のリノベーションコスト

に充当。 

 契約期間は、ポーク群の希望で、契約更新の手間を省くため 20 年間という長期

で設定。 

【VIP ルーム】 

 1 部屋当たり年約 73,400～82,600 ドル程度で販売。ビジネスパートナーの接待

と、自社の福利厚生が主な用途で、契約待ちの企業が出ている。 

【官民連携】 

 運営管理権は、5 年ごとの更新制でポーク群から請け負っている。5 年間の運営

に問題がなければ、入札等は実施せずに自動的に契約が更新され、官民ともに入

札やプロポーザルに係る工数やコストを省いている。 

周辺地域等にもた

らしている効果 

 本施設は再開発計画の一部として位置付けられたこともあり、建設後は、週末を

中心として人が集まるようになった。周辺にホテルや集客施設も新設され、25～

35 歳の人口の増加が見られる。 

 

表 18. Curtis Culwell Center の事例128 

スタジアム・アリ

ーナの概要 

 テキサス州に存在するアリーナ 

 Garland Independent School District が所管する学校の共用施設として、2005 年

に建設。 

 いわゆる学校の講堂のような施設でありながら、卒業式などの学校イベント以外

の通常のイベントも誘致できるように設計された多目的アリーナ。設計は HKS

が担当。 

資金調達  初期投資を市民から徴収した特別目的税で賄うことにより初期投資回収の必要が

なく、駐車場売上や VIP エリアの貸し出し及び飲食販売により管理運営の黒字化

に成功。 

 具体的には、Garland Independent School District が校区の各家庭から Garland 

ISD Bond というプログラムに基づき、税金に上乗せして数ドルを徴収。Garland 

Independent School District は、使い道を明示した上で住民に徴収の是非を問

い、可決されれば税金に上乗せして、各家庭から徴収する仕組みとなっている。 

収益を得るための

設計・運営の工夫 

 多様な種目・演目に対応することで収益を確保するため、イベント誘致をしやす

い設計となっている。 

 International Association of Venue Managers というスタジアム・アリーナ運営の

プロが登録する協会から雇用した人物が運営責任者を担っている。 

 本施設の運営費はイベント収入等で賄えているが、施設修繕費等までは賄えてい

ない状態である。 

 
128 『スマート・ベニューハンドブック』（2020 年、日本政策投資銀行）を参考に作成 
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 本施設において一番収益力があるのは駐車場である。そのため、運営者は集客力

のあるイベントを数多く誘致し、駐車場を使ってもらい、かつ場内の飲食店で消

費してもらうことで売上を拡大する戦略をとっている。 

周辺地域等にもた

らしている効果 

 本施設の建設により、益々人気の学校区となり、周辺に住宅地が形成され、ファ

ミリー層の移住が活発化。 

 Garland Independent School District は本施設の建設により、施設運営に加えて

学校区の活性化による収益を獲得している。 

 

表 19. Banc of California Stadium（現 BOM Stadium）の事例129 

スタジアム・アリ

ーナの概要 

 メジャーリーグサッカー (MLS) 所属の Los Angeles Football Club（LAFC） が、

自ら土地の選定及び賃貸、 建設・管理運営・施設所有を担い、ブラン ド戦略と

マーケティングを行うことで、効果的な集客及び収益を可能としているスタジア

ム。 

 土地は南カリフォルニア大学から賃借し、初期投資の資金調達は、金融機関から

の融資によって賄っている。 

資金調達  本施設の建設費は、約 3.5 億ドルである。 主な資金調達としては、 Goldman 

Sachs からのシンジケートローン 1.8 億ドル (融資期間 25 年)と、Banc of 

California からのネーミングライツ 1 億ドル (15 年契約) がある。 

 Goldman Sachs は、世界各地のスタジアムファイナンスを手掛けており、 近年は

MLS 所属クラブのスタジアムファイナンスにも注力。 LAFC によれば、 

Goldman Sachs には (1) チームの将来価値、(2)クラブのエンターテインメント

性、(3)スタジアムにおけるスイートルーム等の多様な取り組み、が評価され、 

ファイナンスに至ったという。 

 Goldman Sachs のスポーツ金融部門担当の Greg Carey 氏は、近年の MLS への投

資の理由として、近年における MLS クラブの人気上昇とそれによる幅広いファ

ン層 (特に若年層) やスポンサーシップの獲得、を挙げている。 

収益を得るための

設計・運営の工夫 

 スイートルームを含めたプレミアムシートで約 3,000 席分となるが、プレミアム

シートで年間入場料収入の約 30%を占める。 

 本施設は、スポーツ利用としてはサッカー専用スタジアムでありながら、コンサ

ート等を想定したイベント用ステージを設営できる構造となっており、幅広いイ

ベント需要に対応できるスタジアムとなっている。 ステージの設営については、

客席の一部を収納して、設営のためのスペースを確保、ステージを仮設すること

ができる。 

周辺地域等にもた

らしている効果 

 LAFC 及びメインバンクである Banc of California によれば、スタジアムの建設に

よって周辺地域である南ロサンゼルスに、年間 1 億 2,900 万ドルの経済効果、

1,800 人の常勤雇用の創出、年間税収 250 万ドルの増加といった経済効果をもた

らすとされている。 

 また、クラブが世界中のファンを獲得することによるインバウンド効果が見込ま

れており、 周辺地域におけるホテルの新築も進んでいる。 

 

  

 
129 『スマート・ベニューハンドブック』（2020 年、日本政策投資銀行）を参考に作成 
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図 23.女子リーグにおけるスポンサー収益133 

 

 
133 https://digitalhub.fifa.com/m/70a3f8fbc383b284/original/FIFA-Benchmarking-Report-Womens-Football-Setting-the-pace-2022_EN.pdf 

※データは FIFA に所属する 30 リーグの平均値 
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図 24.女子クラブチームにおけるスポンサー収益134 

 

スポンサー収益拡大の理由として、女子サッカーリーグ・大会にタイトルスポンサーがつく事例

が増加していることが考えられる。 

 

表 20.女子リーグ及び大会とパートナーシップ契約締結の事例 

Woman’s Super 

League 

（イングランド） 

 2019 年に Barclays（金融） とパートナーシップ契約を締結。 

2022 年～25 年には、3 年間 3000 万ポンドで契約を更新。135 

French Division 

1 Féminine 

（フランス） 

 Arkema（化学品） は French Division 1 Féminine と 2021/22 から 3 年間

の契約を締結。136 

NWSL 

（アメリカ） 

 Nike（アパレル）, Budweiser（飲料） との契約に加え、2020 年 に Ally 

bank（金融）, Google（IT）との契約を新規締結。137 

 
134 https://digitalhub.fifa.com/m/70a3f8fbc383b284/original/FIFA-Benchmarking-Report-Womens-Football-Setting-the-pace-2022_EN.pdf 

※データは FIFA 加盟国の 30 リーグにおけるチーム平均値 

135 https://www.skysports.com/football/news/28508/12496102/wsl-barclays-extends-fa-and-premier-league-partnership-and-will-sponsor-fa-womens-

championship 

136 https://www.arkema.com/global/en/media/newslist/news/global/corporate/2022/20220414-arkema-namer-d1-womens-football/ 

137 https://www.worldleaguesforum.com/content/3-media/20211203-world-leagues-forum-issues-its-women-s-football-report/wlf-womens-football-

report.pdf 
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UEFA  女子リー

グ 

 2019 年に VISA（金融）と 7 年間のオフィシャルパートナーシップ契約

を締結。契約金額は 1 シーズンで 250 万ユーロと推計。138 

 2019 年に、Nike がメインスポンサーに就任。139 

 

近年、スポンサーシップが相次いで締結されるようになった要因は様々考えられるが、有識者へ

のヒアリングでは、「世界的な平等に関するムーブメントの高まり」が最も重要な契機であるこ

とが示唆された。 

一方、女子スポーツが男子スポーツよりも投資コストが安価であり、露出やブランドイメージ向

上の効果が期待できるため、企業がコストパフォーマンスの高い投資対象として女子スポーツを

捉えるようになったという意見もあった。なお、FIFPRO（国際プロサッカー選手会）が発行し

ているレポート140では、「男子チームのスポンサー市場がより競争率が高まる中、投資コストが

比較的安価であり、大きなリターンのポテンシャルの持った女子サッカーへの投資が、メディア、

スポンサー、投資家にとって魅力的になっている」ことが指摘されている。 

 

プレミアリーグ関係者、英国スタジアム・アリーナ関係者へのヒアリング内容 

• 英国では過去３年程度で女子スポーツ市場が大きく拡大しており、５年前には考えられ

なかったような盛り上がりを見せている。例えば国営放送の BBC でも女子サッカーが生

中継されているほどである。最も重要だったターニングポイントは、世界的な“平等”に関

するムーブメント であると考える。これまで男性スポーツをスポンサードしてきた企業

にとって、男性だけ支援することはレピュテーションリスクが大きい状況になった。 

• 社会的プレッシャーは間違いなく大きな要因である。プレミアリーグの各クラブが女子

チームを発足させたことも、そのような社会的背景があるだろう。その際、一部国営宝

くじから補助金が捻出されていたものと記憶している。 

• 女子サッカーの普及が成功した要因は安価で親しみやすいことだろう。家族連れにとっ

て、プレミアリーグの試合観戦は負担が大きく、熱狂的なファンも多いため危険を感じ

ることもある。女子サッカーの試合はチケットが安価でありながら同じような経験がで

きる。さらに、男性サッカーと比較しフレンドリーな空気感がある。最近では、女子児

童がサッカー選手のシャツを着たり、興味を示すことをよく目にするため時代の変化を

感じる。 

また、企業にとってもあらゆる平等性が求められている中、スポンサーをする機運が高

まっているだろう。 各チームも女子サッカーを収益ポテンシャルのあるコンテンツとし

てみなすようになっている。 

• 前職の民間企業では、スタジアムやクラブ等スポーツへのスポンサーシップを複数手が

 
138 https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/uk/Documents/sports-business-group/deloitte-uk-annual-review-of-football-finance-2020.pdf 

139 https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/uk/Documents/sports-business-group/deloitte-uk-annual-review-of-football-finance-2020.pdf 

140 https://www.fifpro.org/media/vd1pbtbj/fifpro-womens-report_eng-lowres.pdf 
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けたが、その多くは長らく男性スポーツが対象であった。一方で、先述の外的要因に加

えて、顧客の大半が女性であることもあり、女子スポーツを支援することについて特段

異論はでなかった。また、男性スポーツと比較し、女子スポーツのスポンサー価格は安

価であり、同じようなランクのプロパティでも、男性だと 20M ポンド、女性だと 3M ポ

ンド程度と大きな差があった。ただし、女子スポーツの露出が飛躍的に伸びているこ

と、ブランドイメージ向上への寄与などを考えれば、女子スポーツの方が費用対効果は

高いと感じた。 

• クラブ・リーグの観点からすれば、女子スポーツの振興は単純に収益源が増えることで

あり、好ましいことである。チケット、クラブのユニフォーム、デジタルコンテンツ等

あらゆる側面で収益増加を期待できる。また、従来、女子サッカーは男子チームとは違

うスタジアムを使うことが多かったが、近年では同じスタジアムを使うことも増えてき

ている。スタジアムを運営するクラブの観点でも、女子サッカーの試合をメインスタジ

アムで開催できれば、その分稼働率が高まるため理想的である。コンサートの場合、一

概には言えないが、男性ロックバンド等は客の 7 割が男性であるのに対し、女性アーテ

ィストの場合は客の 7 割が女性である。従来、大型スタジアムで行われる試合の大半は

男性スポーツであり、その観客は男性が多かったが、女子スポーツの試合が増えればよ

り多くの女性客の来場を期待できる。 

 

また、2022 年に PwC がスポーツ関係者を対象に実施した調査141によると、女子スポーツがパ

ートナー企業・団体に提供できる価値として、「女性観客へのアクセス」に加え、「ポジティブな

ブランドイメージ」と回答する率が 42.1%であり、最も回答率が高かった。 

 

図 25.女子スポーツがパートナー企業等に提供できる価値142 

 
141 https://www.pwc.co.uk/industries/hospitality-leisure/insights/sports-survey.html 

142 https://www.pwc.co.uk/industries/hospitality-leisure/insights/sports-survey.html 
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FIFPRO のレポート143は、The Spanish Primera División（スペイン女子サッカーリーグ）とタ

イトルスポンサーを務める Iberdrola（エネルギー会社）とのパートナーシップ契約締結理由に

関し、企業の重視するバリューとして、「男女平等」が存在したことを指摘している。 

また、同レポートでは、UEFA とパートナーシップ契約を結んだ VISA Europe のマーケティン

グ部長である Adrian Farina の発言を引用している。彼は、UEFA との提携理由を、女子サッカ

ーが「大きなポテンシャルを持つ未開拓の市場」であり、「女子スポーツの特徴である”Inclusion 

and equality”の価値観が、VISA の企業文化・ブランドに整合していたから」と語っている。 

 

② メディア露出 

直近数年間において、FIFA・UEFA や各国の女子サッカーリーグが TV 局・OTT と複数年に及

ぶ放映権契約を締結する事例が見られる。 

UEFA のレポート144によると、ヨーロッパの 42 リーグの内 20 リーグが何らかのメディアプラ

ットフォームと放映権契約を締結している。また、同レポートは、試合放映によってパートナー

企業への提供価値が高まるため、放映権契約締結は女子サッカーの商業的な成功に大きく寄与し

ていると指摘している。 

放映権契約が締結されるようになった背景として、スポンサーシップ契約締結の背景と同様に男

女平等の機運が高まったことや、女子サッカーが投資対効果の高いコンテンツとして見なされる

ようになったことが想定される。また、有識者へのヒアリングからは、女子サッカーの放映権が

男子サッカーと切り離されて販売されるようになったことも放映権料増加に寄与したが推察され

る。 

 

表 21.女子サッカーリーグ及び大会の放映権契約締結の事例 

WSL 

（イングランド） 

 BBC, Sky Sports と年間£8m（2021/22～2023/24 ）の放映権契約を締

結。145 

The Spanish Primera 

División 

（スペイン） 

 The Spanish Primera División は Mediapro と 3 年間の契約を締結

（2019/20 ~2021/22：年間€ 3million）。146 

NWSL 

（アメリカ） 

 2020 年に、 国内放映権を CBS Sports と、グローバル放映権を

Amazon Twitch と契約を締結。147 

UEFA   DAZN が 2021 年～2025 年の女子チャンピオンズリーグ放映権を獲

 
143 https://www.fifpro.org/media/vd1pbtbj/fifpro-womens-report_eng-lowres.pdf 

144 The European Club Footballing Landscape 

145 https://www.worldleaguesforum.com/content/3-media/20211203-world-leagues-forum-issues-its-women-s-football-report/wlf-womens-football-

report.pdf 

146 https://www.espn.co.uk/football/spain-espw/story/4056021/spanish-women-footballers-secure-historic-pay-agreement 

147 https://www.worldleaguesforum.com/content/3-media/20211203-world-leagues-forum-issues-its-women-s-football-report/wlf-womens-football-

report.pdf 
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得。専用の Youtube のチャンネルも開設（最初の 2 年間は無料で視聴

可能、2023－2024 シーズンからは有料となる予定）148 

  Women’s Euro 2022 の放映権料契約を下記メディアと締結149 

‐フランス：Canal Plus 、TF1（契約額は €13m）150 

‐イギリス：BBC （契約額は£ 10m） 

 

最近では、女子チームが男子チームのホームスタジアムと同じスタジアムを活用し、多くの観客

を集める事例が増えている。例えば、2022 年 4 月の UEFA 女子チャンピオンズリーグでは、カ

ンプ・ノウスタジアムにて、女子サッカーの観客数として世界記録となる 9 万 1648 人を集客し

た151。また、2022 年シーズンの WSL（イングランド）では、エミレーツ・スタジアムで行われ

たアーセナル対トッテナム戦に 4 万 7367 人が入場し、当リーグ歴代記録を更新している152。 

有識者ヒアリングでは、チケットを安価にしてスタジアムの集客率を高めることで話題を呼び、

メディア露出を増加させるというリーグやチーム側の狙いがあったという意見も挙げられた。 

 

プレミアリーグ関係者、英国スタジアム・アリーナ関係者へのヒアリング内容 

• チーム側でもチケット価格を低くしてスタジアムの集客率を高め、メディア露出を増や

す等の施策を行った。また、女子サッカーの放映権が、男子サッカーと切り離されて販

売されるようになったことも大きな意味を持った。現在、その傾向はグローバルに見ら

れる。 

• また、従来、女子サッカーは男子チームとは違うスタジアムを使うことが多かったが、

近年では同じスタジアムを使うことも増えてきている。スタジアムを運営するクラブの

観点でも、女子サッカーの試合をメインスタジアムで開催できれば、その分稼働率が高

まるため理想的である。 

 

 

また、女子アスリートが SNS 等のメディアを通じて社会課題等に対して積極的に意見を発信す

ることが増えている。FIFPRO のレポート153は、女子アスリート個人の影響力・発信力は非常に

高く、SNS・メディアを通じた社会課題への意見発信が、ファンエンゲージメント・スポンサー

企業の関心獲得につながり、女子サッカーの市場拡大を促進していると述べている。 

  

 
148 The European Club Footballing Landscape 

149 https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/uk/Documents/sports-business-group/deloitte-uk-annual-review-of-football-finance-2020.pdf 

150 https://www.digitaltveurope.com/2019/10/07/canal-and-tf1-secure-womens-euro-2021-rights/ 

151 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOKC230YV0T20C22A4000000/ 

152 https://www.goal.com/jp/%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%B9/wsl-north-london-derby-202209242010/bltf56ffe993f60db0e 

153 https://www.fifpro.org/media/vd1pbtbj/fifpro-womens-report_eng-lowres.pdf 



 

60 

 

表 22.女子サッカー選手の SNS フォロワー数（2019 年）154 

 

 

PwC が 2022 年に実施したグローバルのスポーツ関係者への調査155によると、女子スポーツの

市場規模拡大に寄与している要因として、「メディアの報道」と回答する率が 50%であり、最も

回答率の高い項目となっている。同レポートでは、メディア露出の増加がパートナー企業を惹き

つけ、女子スポーツへの投資を促すと指摘しており、女子スポーツの発展に重要な役割を果たし

ていることを示唆している。 

 

図 26. 女子スポーツの市場規模拡大にとって重要な要因156  

 
154 https://www.fifpro.org/media/vd1pbtbj/fifpro-womens-report_eng-lowres.pdf 

155 https://www.pwc.co.uk/industries/hospitality-leisure/insights/sports-survey.html 

156 https://www.pwc.co.uk/industries/hospitality-leisure/insights/sports-survey.html 
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図 27. 注力領域“EARLY PARTICIPATION”における KPI159 

 

  

 
159 https://www.thefa.com/-/media/cfa/hertfordshirefa/files/players/thefawomens-and-girls-football-strategy-202024-dps.ashx?la=en 
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～参考：アメリカにおける女子アスリートの待遇改善～ 

女子のサッカー人口が最も多いアメリカでは、法律の制定等により、女子アスリートの待遇改善

が進んでいる。下記にその一例を記載する。 

 

【Title Ⅸ160】 

• 1972 年に Title Ⅸという公的高等教育機関の教育プログラムや活動等での性差別の禁止に

ついて定めた教育改正法が制定。 

• Title Ⅸでは、学校の一般学生の男女比と Student athletes（学生選手）の男女比が同数とな

ることが定められているため、同法案の成立後、アメリカでの女性のスポーツ参加率が飛躍

的に向上。 

• 法制化された 1972 年時点では、男子の学生選手数が 17 万人、女子が 3 万人であったが、

2018 年時点では男子が 28 万人、女子が 22 万人となっている161。 

 

【労使協定・賞金額の男女平等に関する法案162】 

• 女子サッカー選手の競技実施環境向上のために、2017 年に労使協定が締結。 

• また、賞金及び賃金の男女格差が以前から問題視されており、2019 年 3 月 8 日の国際女性

デーに、アメリカ女子代表の 28 選手がアメリカサッカー協会を提訴。 

• 2022 年には、国際大会の賞金額を男女平等に支払うことを定めた法案が成立。 

  

 
160  公益財団法人日本女性学習財団の Web サイト等を参考に作成。 

https://www.jawe2011.jp/cgi/keyword/keyword.cgi?num=n000304&mode=detail&catlist=1&onlist=1&shlist=1 

161 『スポーツの経済学』（2019 年、小林 至）より 

162 FIFPRO のレポート等を基に作成。 

https://www.fifpro.org/media/vd1pbtbj/fifpro-womens-report_eng-lowres.pdf 
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エ. アウトドアスポーツ 

本項では、日本において今後市場の拡大が期待されるアウトドアスポーツ163について、欧米諸国の

競技人口推移やその背景を整理する。 

 

➢ 世界のスキー市場164 

下図は世界のスキー場来訪者数推移（地域毎）を示したものである。2000 年代に入ってから、

スキー場への年間訪問者数の合計値は 3 億 5000 万人から 3 億 8000 万人の間で推移している。 

 

図 28.スキー場来訪者数（地域毎）165 

 

次に、下図は、スキー場訪問者（2017 年～2021 年の平均値）が世界の上位 3 か国であるアメ

リカ、オーストリア、フランスのスキー場来訪者数推移を示している166。いずれの国でも、コ

ロナ禍の影響のある 2019 年以前は、スキー場来訪者の数が横ばいとなっている。 

 

 
163 ウィンタースポーツでは余暇として人気の高いスキー、ウォータースポーツ、アーバンスポーツでは 2020 TOKYO オリンピックパラリンピック、

2024Paris オリンピックパラリンピックで競技として採用されているカヌー・カヤック・ボート・サーフィン・スケートボード等を中心に調査を実施。 

164 本項における記述は「2022 International Report on Snow & Mountain Tourism」（https://www.vanat.ch/RM-world-report-2022.pdf）を主な参考文献と

して記載。 

165  「2022 International Report on Snow & Mountain Tourism」（https://www.vanat.ch/RM-world-report-2022.pdf） 

2006/07 シーズンは、冬の悪天候によってスキー場来訪者が減少。2020/21 シーズンはアルプス諸国のスキー場においてロックダウンがあったため、スキ

ー場訪問者数が 2 億 120 万人に減少。 

166 いずれの図表も「2022 International Report on Snow & Mountain Tourism」（https://www.vanat.ch/RM-world-report-2022.pdf）より抜粋 
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図 29.オーストリアのスキー場来訪者数推移 

 

 

図 30.フランスのスキー場来訪者数推移 
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図 31.アメリカのスキー場来訪者数推移 

 

一方、我が国のスキー場来訪者数は年々減少しており、また、国内のスキー人口も 1990 年代

後半と比較すると、約 4 分の 1 に減少していることが伺える。 

 

図 32.日本のスキー場来訪者数推移 
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④観光に関する指標：温室効果ガス排出量、水/エネルギー使用量 等 

⑤関係者の協力体制に関する指標：協力者の数 等 

 外資の投資を積極的に受け入れている。ウィスラー・ビレッジには 20 を超

えるホテル等が建設されているが、ヒルトン、ウェスティン等の外国資本の

ホテルが 3 割以上を占めている。 

 冬季と夏季の宿泊者割合は、それぞれ 5 割程度であり、年間を通じた誘客

がなされている。 

（「図.ウィスラーの夏季・冬季宿泊者数推移」を参照） 

 宿泊者の国別の内訳を見ると、カナダとアメリカで 7～8 割を占めており、

北米内からの訪問者が主であるものの、ヨーロッパやアジア太平洋からの訪

問者もそれぞれ 1 割程度を占めている。 

（「図.ウィスラーの夏季・冬季宿泊者の国別内訳」を参照） 

 

ベイル 

（アメリカ）170 

 標高 3,000m を超える高地で上質なパウダースノーを有し、中上級者向けを

中心としたリゾートとして発展。 

 アフタースキーが充実しており、近代的街並みの中に 250 以上のショップ

と 100 以上の飲食店が点在。また、ゲレンデや宿泊施設、飲食店等を無料

巡回バスが運行しており、利用客の利便性向上を図っている。 

 テクノロジーを活用した観光客の満足度を向上させる取り組みを実施。 

‐駐車場の空き状況、公共交通機関、飲食店・ナイトライフ、緊急時対応

等、滞在時に必要な情報を提供するアプリ「The VAIL APP」を運用 

‐Vail Vally 内の宿泊者を対象に、Rentskis.com を通じて予約したスキー、

スノーボードのレンタル用品を宿泊ホテルまで届けるサービスを実施 

‐リフト券とスマホアプリが連動し、自分が滑ったコー ス、距離、標高差

等が把握できるアプリ「Epic MIX」を 導入 

 他国スキー場との共通パス「Epic Pass」を導入し、海外観光客の取り込み

も実施。 

 2017 年に「Commitment to Zero」という 3 つの目標（①2030 年までに

CO2 排出ゼロ、②2030 年までに埋立てゼロ、③森林や野生動物の生息地へ

の影響ゼロ）を設定し、環境保護施策を積極的に展開。省エネルギーのリゾ

ート運営、再生可能なエネルギーの導入、植樹プログラムへの投資等を実施 

 

シャモニーモン

ブラン 

（フランス） 

 欧州の 5 か国・12 の高級通年リゾートからなる広域観光促進組織「Best of 

the Alps（BOTA）171」の一つ 

 通年リゾートとして人気であり、夏季と冬季の観光客数は 200 万人ずつで

あり同程度となっている。夏季のリゾートとしては、登山、ハイキング、サ

 
170 http://epicpromise.com/media/2275/epic-promise-progress-report-2021_final-1.pdf 

https://steep.jp/topics/63602/ 

171 BOTA は、スイス、オーストリア、フランス、 ドイツ、イタリアの５カ国 12 箇所の高級リゾート地の広域観光促進組織。それぞれの地域性を生かした

観光促進を行うことを目的としている。 
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イクリング、ラフティング、パラグライダー、マルシェ（朝市）や食文化を

含めた体験型プログラムが充実している。 

 エスパス・モンブラン・プロジェクトと呼ばれる環境に配慮したプロジェク

トを実施。観光客の自家用車利用をなるべく抑えるため、バス等の公共交通

機関を活性化し、パークアンドライドを促進。また、公共交通機関自体も環

境に配慮した新車両を導入。 

 

ツェルマト 

（スイス）172 

 欧州の 5 か国・12 の高級通年リゾートからなる広域観光促進組織「Best of 

the Alps（BOTA）」の一つ。 

 域内車両を禁止とした「カーフリーリゾート」を推進し、登山列車、ロープ

ウェイ、ゴンドラ等の交通網を整備。 

 「ブルガーゲマインデ」と呼ばれる住民が運営する地域経営組織が、行政

（観光局等）・村内の団体・組織と協働し、地域全体の経営を担っている。 

 特に、地域の DMO173はマーケティングを担っており、富裕層をターゲット

とした顧客情報分析、ニーズに対応した受入環境整備、観光人材育成を実施

している。 

 宿泊者数の内訳は、国内客が 4 割程度、海外客が 6 割程度で推移してお

り、国際的なリゾート地であることが伺える。 

（「図. ツェルマットの延べ宿泊者数の国内外比率の推移」を参照） 

 宿泊者の国別の内訳の傾向としては、近年、アメリカ、台湾、中国、韓国と

いったヨーロッパ以外の国からの訪問者が伸びている。 

（「図. ツェルマットの延べ宿泊者数上位国・地域の推移」参照） 

 

 

  

 

172 https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/05001141/05001141_001_BUP_4.pdf 

173 観光物件、自然、食、芸術・芸能、風習、風俗など当該地域にある観光資源に精通し、地域と協同して観光地域作りを行う法人のこと。 Destination 

Management Organization（デスティネーション・マネージメント・オーガニゼーション） 
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図 34.ウィスラーの夏季・冬季宿泊者数推移174 

 

 

図 35.ウィスラーの夏季・冬季宿泊者の国別内訳175 

 

 

図 36. ツェルマットの延べ宿泊者数の国内外比率の推移（国外：赤、国内：青）176 

 

 

図 37. ツェルマットの延べ宿泊者数上位国・地域の推移177 

  

 
174 https://www.mlit.go.jp/common/001257862.pdf 

175 https://www.mlit.go.jp/common/001257862.pdf 

176 https://www.mlit.go.jp/common/001257862.pdf 

177 https://www.mlit.go.jp/common/001257862.pdf 



 

71 

 

～参考：スキー場訪問客に占める海外観光客の割合178～ 

下図は、各国のスキー場における国内・海外スキー観光客の割合を示したものであり、海外観

光客の割合が高い（2 割以上）国をリストアップしている。図中には、オーストリア、スイス、

イタリア、フランス等の EU 諸国、チリ、ニュージーランド、アルゼンチン等の南半球の国々

が見られる。これらの国々で海外観光客の割合が高い理由として、EU のスキー場は、域内の

移動障壁が小さいため、主に EU 域内からのスキーヤーが国をまたいで訪問することが想定さ

れ、南半球のスキー場は、北半球のスキーヤーが主に訪問することが想定される。 

下図に掲載されている国以外では、海外観光客の割合が 20%未満であり、国内の観光客が大部

分を占めている（例：アメリカは 6%、日本は 10%、カナダは 12%、）。なお、世界各国のスキ

ー場における外国人観光客割合は平均 10％程度とされている。 

 

 

図 38. 各国スキー場における国内/海外スキー観光客の割合179 

（※海外観光客割合が 2 割以上の国のみ） 

 

 

  

 
178「2022 International Report on Snow & Mountain Tourism」（https://www.vanat.ch/RM-world-report-2022.pdf）を参考に記載 

179https://www.vanat.ch/RM-world-report-2022.pdf 
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～参考：中国のスキー場来訪者数～ 

中国では、2022 年北京冬季五輪を契機にスキー市場が急成長している。「全国氷雪スポーツ施

設建設計画（2016～2022 年）」、 「冬季スポーツ発展計画（2016～2025 年）」を策定し、国家

主導で冬季スポーツを振興しており、2022 年までに国内スキー場を 800 箇所、2025 年までに

ウインタースポーツ実施人口を 5,000 万人とすることを目指している。180 

 

 

図 39.中国のスキー来訪者数181 

 

  

 
180 『スポーツ地域マネジメント 持続可能なまちづくりに向けた課題と戦略』（2020 年、原田宗彦） 

181https://www.vanat.ch/RM-world-report-2022.pdf 
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有識者ヒアリングによると、コロナ禍等の影響でレクリエーション目的での競技者が増えてい

ることが推測される。 

 

英国有識者へのヒアリング内容 

• COVID-19 を境に市場が伸びているのは紛れもない事実である。コロナ前は、競技人口

は緩やかに増加している程度だったが、コロナ禍で国外旅行等の余暇活動が限られたこ

と等もあり、メンバーシップが約 2 倍になったようである。また、用具市場も伸びてい

ると思われる。 

• カヌー・ボート・セーリング等については、およそ 2million の人々がアウトドアスポー

ツを楽しんでいるが、その多くはレクリエーションが目的である。他方、大会等に参加

する競技者人口についてはそこまでの伸び幅は見られないものと認識している。 

 

ドイツ有識者へのヒアリング内容 

• 詳細の人数やデータは把握していないが、国土内に川が多いこともあり、肌感覚として

カヌーやボート等の人気は高いと感じる。近年では、NF に登録する競技志向層というよ

りは、レクリエーションスポーツとして楽しむ層の人気が高まっていると思われる。特

に COVID-19 感染拡大による需要の増加が考えられる。このようなレクリエーションと

してのアウトドアスポーツも、ドイツではフェラインが窓口となっており練習プログラ

ムやイベント等を開催している。 

 

  

 
183 「2022 OUTDOOR PARTICIPATION TRENDS REPORT」より作成。 

https://outdoorindustry.org/wp-content/uploads/2015/03/2022-Outdoor-Participation-Trends-Report-1.pdf 

※Climbing は、Climbing (Indoor)、Climbing (Sport/Boulder)、Climbing (Traditional/Ice/Mountaineering)の人口を合計した数値。 
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下図は、イギリスにおけるボート体験者について、人口に占める割合の推移を示したものであ

るが、2020 年から 2021 年にかけて、1、2 回経験したことのある人は約 2 倍に増えているこ

とが分かる。 

 

図 42.イギリスにおけるボート体験者の人口に占める割合184 

 

  

 
184https://mymembership.britishmarine.co.uk/media/putms4uv/4eb_watersports_participation_survey_2021_-_for_publication.pdf 
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ボート 【World Rowing（国際ボート連盟）192】 

 “World Rowing’s Strategic Framework” において、5 つのゴールを設定（Govern and 

Administer Rowing、Develop Rowing 等）し、各ゴールに関連する目標・施策を記載。 

【British Rowing193】 

• “Everyone's Sport Our strategic plan, 2021-2024”を発表。 

• 21 の領域における目標とその実現のための施策を Web サイト上に公開。 

【USA Rowing】 

• “A PLAN FOR USROWING 2028”において、ミッション・ビジョン・バリュー及び

2028 年に向けた戦略を記載。 

• 4 つの領域（①ACHIEVE FINANCIAL SUSTAINABILITY & GROWTH, ②ENHANCE 

& SUSTAIN COMPETITIVE EXCELLENCE,③FOCUS ON ATHLETE SAFETY & 

WELL-BEING, ④PROMOTE SPORT RELEVANCE & GROWTH ）において、

2024/2028 年までのターゲットアウトカムと、その実現のための実施事項を記載。 

セーリング 【World Sailing（国際セーリング連盟）194】 

 “Strategy 2018–2022” において、ビジョン、ミッション、バリュー、目標を発表。 

 ①Inspiration and Participation、②Membership and Governance、③Sport Integrity、

Leadership in Sport の各領域における目標・戦略を記載。 

【USA Sailing】 

• “US Sailing Strategic Plan 2021-2024” の中で、3 つの領域（①OLYMPIC&HIGH-

PERFORMANCE SUCCESS, ②MEMBER EXPERIENCE &VALUE, ③

ORGANIZATIONAL EFFECTIVENESS）における注力ポイントを記載。 

 

    

  

 
192 https://worldrowing.com/wp-content/uploads/2020/12/2018WR-Strategicframeworkv3002_English.pdf 

193 https://britishrowingstrategy.webflow.io/ 

194 https://www.sailing.org/tools/documents/WorldSailingStrategy20182022Finalcompressed-%5B24039%5D.pdf 
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図 43. International Canoe Federation の注力領域および KPI・施策の具体例195 

 

  

 
195 https://www.canoeicf.com/sites/default/files/icf_draft_strategic_plan_2021-2024.pdf 
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(2) スポーツ産業の資金循環についての事例および規模整理 

本章では、アメリカ、イギリス（イングランド）、ドイツの 3 か国について、各国のプロスポ

ーツチームを中心とした資金循環について述べる。（１）「スポーツ産業のサービス展開につい

ての整理」にて、スポーツコンテンツホルダーの収益源の概要を整理したが、リーグ・チーム

が、どのプレイヤーから、どのように資金を獲得し、何に対して支出を行っているのか等、資

金循環の流れや金額の規模感を詳らかにすることを目的とする。 

アメリカに関しては、特徴的な事例として、国内プロスポーツリーグの中で収益の最も大きな

NFL と、収益の伸び率が最も高い NBA を取り上げる。イングランド、ドイツに関しても、収

益の最も大きなプレミアリーグ及びブンデスリーガを取り上げると共に、前者では NF（イン

グランドサッカー協会）、後者ではスポーツフェラインに着目し、スポーツ普及・振興に関す

る資金の流れを調査した196。 

なお、各国の資金循環の詳細については、資金循環図を用いて説明している。資金循環図は下

記のとおりの構成となっている。 

 

【資金循環図の構成】 

• 各国の資金循環を考えるうえで、スポーツコンテンツホルダー（プロスポーツチーム）を

中心に配置している197。 

• 図の上部「資金供給者」と記載したエリアには、コンテンツホルダーに対して資金を供給

する組織および個人を記載している。 

• 図の下部には二つのエリア（「サービス拡大・拡充」、「スポーツ振興・普及」）があるが、

いずれもコンテンツホルダーからの支出先となる組織および個人を記載している。 

-「サービス拡大・拡充」と記載したエリアには、コンテンツホルダーによる興行やファン

サービス拡大・拡充のための支出を表している。 

-「スポーツ振興・普及」と記載したエリアには、コンテンツホルダー自身の競技の普及や、

コンテンツホルダーが所在する地域等への様々な貢献活動に対する資金の流れを表してい

る。 

• 一方、サービス拡大拡充、スポーツの振興・普及等の観点では、スポーツコンテンツホル

ダー以外からの資金の流れも存在するため、主要なプレイヤーを図の外側に配置している 

• なお、凡例として、灰色の丸枠はプレイヤー、水色の丸枠は金額規模（推測値含む）、オ

レンジ色の丸枠は投資額198を表している。 

  

 

196主にデスクトップ調査にてデータ収集を行った。基本的には、リーグ・チーム・協会等が公式の財務情報を公開している場合はその値を参照しているが、

未公開の場合は、メディア等の報道や有識者へのヒアリング内容を基に推計値を算出している。なお、資金循環の流れ及び金額の規模感は、本調査から把

握できた範囲での記載であることに留意。 

197 イングランドについては、NF を中心に配置した図も作成している。 

198 各リーグの直近のチーム買収事例における買収額（2023 年 3 月時点） 
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ア. アメリカ 

（NFL） 

主な資金の流れ（概要） 

【収益】 

• レベニューシェアを導入している NFL では、チーム最大の収益源は、リーグからの分配

金である（全チーム合計で約 111 億ドルと推計）。なお、リーグの放映権収益は約 100 億

ドルの規模であり、他リーグと比較しても最大規模を誇る。次に続くチーム収益は、チー

ムが締結する放映権収益、スポンサー収益、チケット収益等（合計約 74.1 億ドルと推計）

であり、これらの資金がチームに流入している。 

 

【支出】 

• チームからの支出の大半は、サービス拡大・拡充に充てられている。最も割合が大きいの

は選手人件費（約 90 億ドルと推計）であり、セールスマーケティング・ファンエンゲー

ジメント費用や運営費用等（合計約 40 億ドルと推計）と続く。 

• 一方で、NFL では、スポーツ普及・振興に対して資金拠出を行っている。主に、チームか

らの寄付や、リーグ及びチームが設立した財団からの助成の形態をとっており、前者の寄

付が約 3.2 億ドル、後者の財団からの助成は約 1.6 億ドルの規模と見込まれる。 

 

 

図 44. NFL の資金循環図（概要） 
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（NBA） 

主な資金の流れ（概要） 

【収益】 

• NFL 同様にチーム最大の収益源は、リーグからの分配金である（全チーム合計で約 40.7

億ドルと推計）。リーグ分配金に続く収益源は、チームが独自に締結する放映権収益（約

18.4 億ドルと推計）である。 

 

【支出】 

• チームからの支出の大半は、NFL 同様、サービス拡大・拡充に充てられている。最も割合

が大きいのは選手人件費（約 35.6 億ドルと推計）であり、次いで、興行の運営費用等（約

19.7 億ドルと推計）と続く。 

• また、NBA もスポーツ普及・振興に対して資金拠出を行っている。主にリーグあるいは

チームが設立した財団による助成である。チームの財団は地域コミュニティ等に対して約

0.9 億ドルを助成し、リーグ基金である NBA Foundation は黒人コミュニティ支援等の推

進に約 0.3 億ドルを助成していると推計される。 

 

 

図 45. NBA の資金循環図（概要） 
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Operation cost の合計値を推計。 

-NBA のチーム支出に占める、Team non staff cost 及び Business Operation cost の割

合の合計は 30~31%と推測。 

- NBA のチーム支出に占める、Players salaries は 52~58%と推測。 

-上記より、Players salaries が支出に占める割合を 55%、Team non staff cost 及び

Business Operation cost の割合を 30.5%と仮定。 

-Players salaries の推定値である$3,555,000,000（「人件費」の項目参照）より、Team 

non staff cost 及び Business Operation cost の推定値を＄1,971,409,091 と算出。 

スタッフ人件費（チーム→スタッ

フ） 

5.2 ・NBA チームの支出の内訳に関する情報224より、Team staff cost の値を推計 

- NBA のチーム支出に占める、Team staff cost  の割合が 6~10%と推測。 

- NBA のチーム支出に占める、Players salaries が 52~58%と推測。 

-上記より、Players salaries が支出に占める割合を 55%、Team staff cost の割合を 8%

と仮定。Players salaries の推定値である$3,555,000,000（「人件費」の項目参照）よ

り、Team staff cost の推定値を、＄517,090,909 と算出。 

リーグへの拠出金（チーム→リー

グ） 

20 （収入の項目「チームからの徴収金」を参照） 

助成金 

（クラブ設立基金→非営利組織・

地域コミュニティ） 

0.9 ・Golden State warriors の基金（Warriors Community Foundation）の web サイト225に

おける 2012 年の設立以来の寄付金総額が $30million という記載より、1 年の寄付金額

を＄3,000,000 と仮定。 

・上記の数値を、NBA のチーム数倍（30 倍）することで全チームの一年間の寄付金額

を＄90,000,000 推定。 

助成金（リーグ設立基金→非営利

組織・地域コミュニティ） 

0.3 ・報道記事226より、NBA Foundation の 10 年間の予算が＄300million であるため、1

年間の予算を＄30million と推計。 

 

  

 
223 https://www.si.com/nba/2018/09/21/nba-teams-revenue-spending-breakdown-small-large-market 

224 https://www.si.com/nba/2018/09/21/nba-teams-revenue-spending-breakdown-small-large-market 

225 https://community.warriors.com/foundation 

226 https://www.sportspromedia.com/interviews/nba-foundation-greg-taylor-charity-black-community-interview/ 
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NFL リーグ関係者へのヒアリング内容 

• （社会貢献事業についてはどのように考えているか。また、税制優遇等を受けている

か。） 

リーグとして重視しており、各クラブにおいて取り組みがある。クラブによっては税制

優遇を受けている。他に税制優遇が生じるのは、スタジアムファイナンス関連だが、い

ずれも州により制度が異なる。 

• NFL Films は試合以外の映像コンテンツを取り扱う組織である。昨年末にはメディア企

業である Skydance Sports との業務提携を締結している。32 equity はオーナー陣の投資

戦略と実行を担う団体。リーグビジネスとして親和性が高い領域に投資をすることもあ

れば、新興のテクノロジーや企業に投資をするケースもある。各クラブが関連事業体を

設立し、同様の取り組みを行う事例はほとんど聞いたことがない。 

• （別事業体にスピンオフする目的はどのようなものがあるか。） 

様々な理由が存在するが、最大のメリットは選手会に収益を還元する必要がない点であ

る。リーグがあげる収益は、CBA により選手会に還元する必要が生じるが、関連事業体

ではその必要性がない。 

• （4 大リーグで）構造に大きな違いはない。唯一の違いは、各リーグにおける CBA の内

容が異なるため、選手に支払う給与体系は異なる。NFL はハードサラリーキャップを導

入しているが、NBA、MLB はソフトサラリーキャップを導入しており、ラグジュアリー

タックスを活用することで、一部の選手に例外的に高額な給与を支払うことが可能であ

る。したがって、各リーグの収入トップ級の選手を比較した場合、MLB や NBA 選手の

方が高額を手にしている。 
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イ. イギリス（イングランド） 

 

商流の概要 

【収益】 

• チーム最大の収益源は、リーグからの分配金（約 28.7 億ユーロ）であり、これはリーグが

締結する放映権収益（約 39.4 億ユーロ）に支えられている。次に続くチーム収益は、スポ

ンサー収益（約 16.4 億ユーロ）、移籍金収益（約 13.1 億ユーロ）、チケット収益（約 6.6

億ユーロ）、UEFA からの分配金（約 5.2 億ユーロ）であり、これらの資金がチームに流入

している。 

【支出】 

• チームからの支出の大半は、サービス拡大・拡充に充てられている。最も割合が大きいの

は選手人件費（約 30.5 億ユーロ）であり、次いで、移籍金支出（約 16.9 億ユーロ）、興行

運営費等（約 11 億ユーロ）と続く。 

• また、プレミアリーグにおいても、スポーツ普及・振興に流れる資金としてリーグやクラ

ブが設立した財団による寄付や助成がある。 

【その他】 

• イギリスでは、国営くじ収益の一定割合をスポーツ普及・振興に割り当てる仕組みが整備

されていることに特徴がある。国営くじの収益や政府から助成金は、各地方のスポーツ政

策を主導するスポーツカウンシル（イングランドではスポーツイングランドが担当）を通

じて分配され、イングランドでは約 5 億ポンド227 がスポーツ普及・振興に活用されている。 

 

 
227 2020 年度のコロナ対策金（約 2.2 億ポンド）も含む値 
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ィ） Education）  

※The Premier League Charitable Fund の Annual Report and Accounts 2020/21241 よ

り 

・2023 年 3 月 16 日のレートで換算し、€38,245,308 

寄付金（リーグ→リーグ設立基

金） 

0.2 ・FA Premier League からの補助金収入が£20,192,500 

※The Premier League Charitable Fund の Annual Report and Accounts 2020/21 より 

・2023 年 3 月 16 日のレートで換算し、€23,007,133 

寄付金（The Professional 

Footballers' Association→リーグ

設立基金） 

0.1 ・The Professional Footballers' Association （PFA）からの補助金収入が£8,400,000 

※The Premier League Charitable Fund の Annual Report and Accounts 2020/21 より 

・2023 年 3 月 16 日のレートで換算し、€9,570,166 

助成金（National Lottery 

Distribution Fund→UK スポー

ツ） 

0.9 National Lottery Distribution Fund Annual Report and Accounts for the year ended 31 

March 2022 より、UK スポーツへの分配額が£89,240,000（Amount authorised for 

payment to lottery distributing bodies）。 

 

 

プレミアリーグ関係者、英国スタジアム・アリーナ関係者へのヒアリング内容 

【リーグ・クラブ収支について】 

• 大前提としてプレミアリーグのクラブは格差が非常に大きい点に留意すべきである。ク

ラブの収益は、緩やかな差があるわけではなく、トップ層、ミドル層、ボトム層毎に大

きな差がある。Top 6 で言えば、マンチェスターユナイテッドはおよそ 50M USD のスポ

ンサー収益があるが、ミドル層だと 10M 程度、ボトム層に関してはおよそ 2M 前後と推

察される。したがって、プレミアリーグのクラブの数値を扱う際は具体的にどの層のク

ラブを対象としているのか明確に定義することが重要である。このようなクラブ間の格

差は、LaLiga、セリエＡ等においても同様の傾向である。上記に伴い、収入とコストの

割合が大きく異なっており、トップ層は収益の 50-60%程度がコストだが、その他は 80-

90%程と財務上健全ではない。 

• コストの大半は、選手の給与支払いに回っている。クラブの従業員は、せいぜい 100 名

程度であることが多く、特に若手社員の給与水準はそれほど高くないが、選手の給与は

非常に大きい。 

• 放映権収益は、プレミアリーグが中央集権・販売し、クラブに分配するモデルを採用し

ている。これは前述のクラブ間格差を是正する目的が大きい。クラブ間の収益格差が大

きい場合、収益の大きいクラブはより魅力的な選手を獲得し、競技面での格差が生ま

れ、スポンサー収益にも差が生じる。その結果、戦力均衡が失われ、試合自体の魅力が

減り、放映権収益が減る、という格差の悪循環が生まれる。こうした状況を防ぐために

も、リーグが放映権を管理しており、これは一般的に好評を受けている 。LaLiga は、FC

バルセロナとレアルマドリードの２大クラブが圧倒的存在であり、格差の悪循環の象徴

的存在であったが、現在ではプレミアリーグ同様にリーグ自体が放映権を管理する取り

 
241 https://resources.premierleague.com/premierleague/document/2022/07/14/7acb04b9-e236-4e2d-9738-6db4b008f803/PLCF-signed-accounts-2020-

21.pdf 



 

93 

 

組みを進めている。 

• （クラブ間の差はスポンサー収益の差と考えてよいか。） 

そのとおりである。スポンサー収益は、クラブの工夫次第でカテゴリーや販売するアセ

ットを増やすことができる。例えば練習場の命名権や最近ではデジタル領域でも多い。

ユニフォームの枠等、一部リーグが規定するものもあるが、クラブがリーグに規制緩和

を求めることも頻繁にある。 

• シーズンチケットの売れ行きにも格差は生じている。クラブはできるだけ多くのチケッ

トを早いタイミングで販売したいため、シーズンチケットの営業を非常に重要視し注力

する。それにより手にした収入を、移籍金に充てることが可能となる。強豪クラブ程シ

ーズンチケットの売れ行きがよく、効果的な補強が可能になるが、その他のクラブはチ

ケットを完売させることが難しい状況。 

• 一部クラブは、映像配信の D2C プラットフォーム を運営しており、その売上が発生して

いる。例えばマンチェスターユナイテッドでは MUTV がある。West Ham FC はロンド

ンからスタジアムを借りているため、地域行政との金銭的つながりがあるが、他のクラ

ブは特にないのではないか。 

• リーグのスポンサーは、クラブと比較して少ない。リーグは 1M 程度でクラブは 5M 程

度ではないか。スポンサーは独占を求めるが、リーグとクラブでカニバリズムが起き

る。例えば Barclay’s がリーグの冠スポンサーであった際、クラブに金融機関のスポンサ

ーがつくことを嫌っていた。Top 6 クラブはいくらでもスポンサーを獲得できるが、ボト

ム層のクラブにとっては難しい。 

【スポーツ振興・普及、社会/地域貢献について】 

• 国営宝くじとスポーツベッティングは切り分けて議論をすべきである。国営宝くじは利

益事業ではなく、公共事業であるため、売上金は social good に使う必要がある。具体的

な使途は、文化保護活動等広く存在するが、スポーツ文脈で言えばスポーツ普及や五輪

代表の強化費、社会保障費削減のための健康促進等に使われる。その場合、受け皿とな

るのは Sports England や NOC 等が多い。 

一方で、いわゆるスポーツベッティングは完全に民間事業であり、企業が計上した売上

の再投資は民間企業の自由裁量に委ねられる。スポーツに再投資するような義務や規定

は特段ない。ただし、スポンサーとしてプレミアリーグのクラブが得ている収入は大き

い。 

• プレミアリーグのほぼすべてのクラブが基金を設立している。成功例の一つは West 

Ham。別法人として行うことが多いが、これは税制優遇を受けることも一つの目的であ

り、チャリティー団体には原則課税がない。クラブは営利事業を行うため、別法人とし

て行う必要がある。 

プレミアリーグのクラブにとってコミュニティとの関係は極めて密接であり、これは欠
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かせない機能である。米国リーグはフランチャイズの移転が頻繁に行われ、日本や韓国

では企業が保有するケースが多いが、英国サッカーは人々のものであり仮にオーナーシ

ップが代わることはあっても、移転をすることはない。この点、ドイツや他国のサッカ

ークラブも同様の傾向であり、特にドイツはその色が強い。 
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ウ. ドイツ 

商流の概要 

 チーム最大の収益源は、リーグからの分配金（約 11.9 億ユーロと推計）であり、イングラ

ンド同様、リーグが締結する放映権収益（約 16.6 億ユーロと推計）に支えられている。次

に続くチーム収益は、スポンサー収益（約 8.4 億ユーロ）、チケット収益（約 5.2 億ユー

ロ）、移籍金収益（約 4.7 億ユーロ）、UEFA からの分配金（約 3.6 億ユーロ）であり、こ

れらの資金がチームに流入している。 

 チームからの支出の大半は、サービス拡大・拡充に充てられている。最も割合が大きいの

は選手人件費（15.7 億ユーロ）であり、次いで、移籍金支出（7.9 億ユーロ）、興行運営費

用（約 7.5 億ユーロ）と続く。 

 ドイツのスポーツ普及・振興は、スポーツフェライン（以下、フェラインと記載）242と呼

ばれる非営利のスポーツクラブが担っている。長い歴史を持ち文化として浸透しているこ

のシステムはドイツの特徴である。 

➢ フェラインはドイツ国内に約 9 万団体存在し、ドイツ国民の約 3 割が加盟している。 

➢ フェラインは、制度面での所属州の助成や税制優遇等の支えがある一方で、会費収入

が最大の収益源であり、収益の 55.4%を占めている（約 19.4 億ユーロと推計）。 

 

 

図 48. ブンデスリーガの資金循環図（概要） 

 

 
242 学術団体や社交団体・慈善団体と同じく、ドイツ民法第 21 条（1896 年制定、1900 年施行）に規定する「非経済的社団」、つまり、経済的事業経営を

目的としない結社として扱われている。 
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寄付金（寄付者→フェライン） 3.2 ・”Sports clubs in Germany: More than just exercise”よりスポーツクラブの総収入

が 35 億ユーロ、収益に占める寄付金（Donations）の割合が 9.1%（2016 年） 

・上記の数値を乗じて、寄付金額を€318,500,000 と算出。 

会費（個人→フェライン） 19.4 ・”Sports clubs in Germany: More than just exercise”よりスポーツクラブの総収入

が 35 億ユーロ、収益に占める会費（Membership fees）の割合が 55.4%（2016

年） 

・上記の数値を乗じて、会費収益を€1,939,000,000 と算出。 

商業収益（個人→フェライン） 4.6 ・”Sports clubs in Germany: More than just exercise”よりスポーツクラブの総収入

が 35 億ユーロ、収益に占める商業収益（Business operations）の割合が 13.1%

（2016 年） 

・上記の数値を乗じて、商業収益を€458,500,000 と算出。 

※商業収益の内訳は、レストランからの収益・飲食物販収益やソーシャルイベント

からの収益等 

人件費（フェライン→指導者・

トレーナー） 

6.6 ・”Sports clubs in Germany: More than just exercise”よりスポーツクラブの総支出

が 31 億 5 千万ユーロ、支出に占める人件費（Personnel）の割合が 21.1%（2016

年） 

・上記の数値を乗じて、人件費を€664,650,000 と算出。 

 

 

ドイツスポーツ有識者へのヒアリング内容 

【フェラインの概要】 

• フェラインはドイツ特有の存在であり、海外の人にとってその仕組みを理解すること

は難しいと思われるが、ドイツのスポーツ産業・文化の根源にあたる非常に重要なも

のである。その重要性は、法的にも規定されておりフェラインの組成や所属すること

は国民の権利として成立している。フェラインは利益を求める組織ではないが、お金

を稼ぐこと自体が禁じられているわけではない。この違いを理解することは重要であ

る。 

• 自組織の運営資金等を賄うための財源として、伝統的には会員費の徴収が行われてお

り、これが今日でも最大の収入源であると思われるが、近年ではイベント開催、チケ

ット、物販等を通じた収益確保も行われている。 

• ブンデスリーガのクラブも、フェラインが運営母体である。およそ 20 年前にフェラ

インの原則に変更がなされ、株式会社や合同会社等を設立することが可能となりブン

デスリーガの多くのクラブは別法人を設立した。 

• ただし、その際に過度な商業化やそれを発端としたクラブ破綻等を防ぐことを主な目

的として、いわゆる”51%ルール”が導入されフェラインが過半数の株式を保有するこ

とが厳守されている。米国や英国では、個人オーナーがクラブを保有しビジネスリタ

ーンを得るためにクラブを運営するが、ドイツのクラブではそのような運営目的が存

在しない。したがって、ブンデスリーガに所属するクラブが稼いだ収益の一部は、ク

ラブによってはフェラインに還元されている可能性があるがその場合でも利益を目的

としたものではない。また、例えばクラブが収益向上を目的とし、チケット代の値上
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げ等を提案することはできるが、最終的な意思決定は過半数の株式を保有するフェラ

インにより行われる。 

• ドイツにおけるフェラインの歴史は 100 年を超すものであり、ブンデスリーガ等、

プロスポーツ興行のビジネスと比較すればその歴史は極めて深い。したがって、ドイ

ツではプロクラブであってもフェラインとしての側面が依然強く残っている。世界中

の多くのプロスポーツが収益向上を最大の目的の一つにする中、フェラインはそのよ

うな考え方を持たず独自の価値観によりクラブを運営している。 

 

【スポーツ振興・普及】 

• スポーツ振興等はどの地域・競技においても常にフェラインが担う役割であり、それ

以外の団体により行われることはないと思われる。例えば行政が地域向けのスポーツ

施設を建設することはあるが、フェラインには施設利用権が与えられ、運営もフェラ

インにより行われる。また、フェラインの存在・活動は公益性が高いため、行政によ

る助成金や税制優遇を受けている。 

• また、民間企業もフェラインに寄付した場合、税制優遇を受けられる。これは特に小

規模・中規模のフェラインにおいて事例が多い。大規模のフェラインでも事例は存在

すると思われるが、他の収入が多いため寄付の重要性は大きくないと考えられる。企

業は、税制優遇というインセンティブに加えて、地域コミュニティへ貢献するために

寄付を行っているものと思われる。 

• トップアスリートへの強化費は、特に個人競技の選手を中心に、主に中央政府等によ

り助成金が提供される。 

 

 

～参考：フェラインに関する定量情報の補足～ 

ドイツでのスポーツ振興を主に担うとされるスポーツフェラインに関し、定量情報等を下記に整理

した246。 

 財政状況に関して、約 4 分の 3 のフェラインが黒字である（2016 年）。 

 補助金は、フェラインに所属する総会員数、子供・青年の会員数、指導ライセンスを所有

する指導者数等に応じて、地方自治体から分配される。 

 
246 Sports clubs in Germany:More than just exercise （Bundesinstitut für Sportwissenschaft, 2020）

（https://cdn.dosb.de/user_upload/Sportentwicklung/Dokumente/SEB/SEB_Bericht_A5_Summary_Englisch_bf.pdf）、 Public subsidies for sports clubs in 

Germany: funding regulations vs. empirical evidence （ Svenja Feiler et al.,  2017）等を参照 
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➢ フェラインの約 60％の指導者・トレーナーは、州のスポーツ連盟等が発行する指導ラ

イセンスを保有している（2017 年）。 

 フェラインはスポーツプログラムの提供に加え、社会的な交流の場としても重要な役割を

担っている。62.5％のクラブが社交の場としてクラブハウスやレストラン等を保有してお

り、93％以上のフェラインが社交のためのイベントを開催している（2017 年）。 

 フェラインの内、自団体の保有施設を利用する割合は 40.9％であり、地方自治体の施設を

利用する割合は 63.5％である。地方自治体の施設を利用するフェラインの約半数は無料で

施設を利用しており、残りの半数も少額の料金で利用することが可能となっている（2017

年）。 

 

表 31.スポーツフェラインの規模 

 

 

 

図 49.スポーツフェラインの設立年度 
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表 32.スポーツフェラインの平均収支額（規模毎） 

 

 

 

図 50.スポーツフェラインの支出内訳 
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図 51.スポーツフェラインの収益内訳 

 

表 33.スポーツフェラインの月会費の中央値247 248 

 

  

 
247  Sports clubs in Germany:More than just exercise では、規模の大きなフェラインでは月会費が高いことが指摘されている。 

例えば、「ドイツにおける地域に根付くスポーツフェライン（スポーツクラブ）文化」（村上 淳哉）（https://www2.u-

gakugei.ac.jp/~kokuse/pub/report/55murakami.pdf）では、ETV-Hamburg という会員数 12,500 人のスポーツフェラインについて、会員費収入 320 万ユー

ロと記載されているが、一人当たりの年会費は約 256 ユーロ（月会費：21.3 ユーロ）と試算される。また、同レポートには、会員費について、「会員は行

いたいスポーツを登録すると会費を払うことでそのスポーツを楽しむことができる。会費は 月々 8 ユーロから 40 ユーロとスポーツ種別によって異なる。

野球などはボール代がかかる上、ドイツではマイナースポーツなため、 会費は高めになってしまう。逆にサッカーは 安い会費で参加することができる。」

と記載されている。 

248 表中の左側の列（Median）は、フェラインへのアンケート結果から算出された額であり、右側の列（Media System Perspective）は会員へのアンケート

結果から算出された額。  
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（参考）日本 

商流の概要 

 海外スポーツ団体では最大の収益源が放映権収入であるのに対し、J1 クラブ（2021 年

度・20 クラブ合計）の最大の収益源は「スポンサー収入（392 億円）」で営業収益の約 5

割を占める。スポンサー収入は、次点の収益源である「その他収入（164 億円）249」と

比較し約 2 倍以上の規模に至る。また、2019 年には 167 億円で 2 番目に大きな収益源で

あった「チケット収入」は、COVID-19 の影響もあり 2021 年には 79 億円に減少してい

る。 

 J1 クラブの最大の支出は、海外スポーツ団体同様に「人件費（468 億円）」であり、営業

費用の約 5 割を占める。 

 J1 クラブの収支は、総収入が 832 億円、総費用が 882 億円であり、総費用が総収入を上

回る状況となっている。 

 

【その他】 

 J1 クラブが行う普及・振興の事業として、クラブ自らが手掛けるアカデミー事業が存在す

る。アカデミー事業は約 25 億円の収入を得ており、クラブにとって確立した収入源の一

つとなっている。サッカーに限らず国内全体に目を向けると、日本スポーツ振興センター

（JSC）によるスポーツ振興くじ（toto）の助成金が、スポーツ団体・活動の補助、地域

スポーツ施設の整備等を通じて普及・振興に活用されておりその総額は年間 159 億円程度

にのぼる。また、日本財団からも 10 億円程度がスポーツ普及・振興に流入していると考

えられる。なお、社会課題の解決や民間公益活動の促進を目的とした休眠預金の活用にお

いても、サッカーの振興・普及に資する活動として考えられる事例から 5 千万円程度の流

入が存在すると考えられる。  

 

 
249 その他収入の内訳は、賞金、移籍金収入、サプライヤー契約収入、ファンクラブ・後援会収入、イベント出演料、その他 
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NBAリーグスポンサー企業一覧（テクノロジー関連企業のみ抜粋）

アメリカ主要リーグとテクノロジー企業とのパートナーシップ事例

IOCからオリンピック委員会、IFへの分配金

タイトル
データライツ、デジタル資産ビジネス

MLB・NPBの球団収益額推移
プレミアリーグ ・Jリーグ のクラブ収益額推移

NBA ・Bリーグ のクラブ収益額推移

日本での連帯貢献金制度の活用状況
UEFAから欧州各国クラブへの分配金推移

FIFAワールドカップ分配金推移

アメリカにおけるスポーツベッティングの掛け金総額

欧州リーグにおけるギャンブル・ベッティング企業のスポンサー制限

欧州リーグチームにおけるギャンブル・ベッティング企業の胸スポンサー比率

アメリカ主要リーグの放映権契約概要
アメリカ主要リーグの放映権収益推移

放映権料高騰の背景

ラリーガの収益推移
 北米における放映権収益額

アメリカ主要リーグの収益概要

欧州主要サッカーリーグの商業収益の推移
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アメリカ大学における学生選手数
労使協定・賞金額の男女平等に関する法案に関する記述

スキー場来訪者数（地域毎）
オーストリアのスキー場来訪者数推移
フランスのスキー場来訪者数推移
アメリカのスキー場来訪者数推移

日本のスキー場来訪者数推移
日本のスキー人口推移

Title Ⅸに関する記述

Curtis Culwell Centerの事例

アメリカにおけるネーミングライツ締結事例
アメリカのスタジアム・アリーナの立地都市及びアクセス

公的資金投入割合と近隣主要都市の人口の関係

“THE FA STRATEGY FOR WOMEN’S AND GIRLS’ FOOTBALL: 2020-2024” の注力領域

 注力領域“EARLY PARTICIPATION”におけるKPI

NWSL（アメリカ）, WSL（イングランド）の平均観客数推移

FIFA女子ワールドカップ、UEFA女子チャンピオンズリーグの視聴者推移

女子リーグにおけるスポンサー収益の重要性
女子リーグにおけるスポンサー収益

タイトル

公的資金の調達と返済原資について
アメリカのスタジアム・アリーナ建設費

アメリカのスタジアム・アリーナの建設資金、投入された公的資金

アメリカのスタジアム・アリーナ建設費に占める公的資金の割合と建設年の関係

建設資金の調達方法

アメリカのスタジアム・アリーナの資金調達に関する記述

Contractually Obligated Income（COI）についての記述

Levis Stadium の収益内訳（2021-22シーズン）

アメリカ4大プロスポーツリーグにおけるネーミングライツ契約チーム割合

アメリカのスタジアム・アリーナのネーミングライツ契約

日本のスタジアム・アリーナのネーミングライツ契約
アメリカで金融企業がネーミングライツ契約を締結している施設数

金融企業がネーミングライツ契約を締結する理由

女子スポーツの市場規模拡大にとって重要な要因

Banc of California Stadiumのプレミアムシート収益

欧米のスタジアム・アリーナの設計・運営の工夫
Chase centerの事例

Wells Fargo Arenaの事例

女子リーグの放映権契約締結数
女子サッカーリーグ及び大会の放映権契約締結の事例

女子リーグ・大会における観客数
女子アスリート個人の影響力・発信力の重要性

女子サッカー選手のSNSフォロワー数

女子クラブチームにおけるスポンサー収益
女子リーグ及び大会とパートナーシップ契約締結の事例

女子リーグへの投資理由
女子スポーツがパートナー企業等に提供できる価値

女子リーグとのパートナーシップ締結理由

Banc of California Stadium（現BOM Stadium）の事例
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イギリスにおけるボート体験者の人口に占める割合
各競技のIF/NFにおける取組

ウィスラーの夏季・冬季宿泊者の国別内訳
ツェルマットの延べ宿泊者数の国内外比率の推移
ツェルマットの延べ宿泊者数上位国・地域の推移
各国スキー場における国内/海外スキー観光客の割合

中国のスキー場来訪者数に関する記述
中国のスキー来訪者数

アメリカにおけるバイク・ボート実施人口
アメリカにおけるスケートボード・サーフィン・クライミング実施人口

フェラインに関する定量情報の補足
スポーツフェラインの規模

スポーツフェラインの設立年度
スポーツフェラインの平均収支額

International Canoe Federationの注力領域およびKPI・施策の具体例

算出根拠等（NFL）
算出根拠等（NBA）

算出根拠等（プレミアリーグ）
算出根拠等（イングランドのスポーツ普及・振興、イングランドサッカー協会）

算出根拠等（ブンデスリーガ）

スポーツフェラインの事例（ETV-Hamburg）

欧米のスキー場における取組事項
ウィスラーの夏季・冬季宿泊者数推移

タイトル

スポーツフェラインの支出内訳
スポーツフェラインの収益内訳

スポーツフェラインの月会費の中央値




